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１  計画策定の背景と趣旨  

日本の高齢者 1 人口は、国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計人口1によれば、令和７年に

３割に達し、令和 22 年には 1.5 人の現役世代（生産年齢人口2）が１人の高齢者を支えるようになると

予想されています。  

道志村では総人口は大幅に減少傾向にあり、また、65 歳以上の高齢者が総人口に占める割合を示し

た高齢化率（令和 5 年度山梨県高齢者福祉基礎調査による）は 41.3％と、山梨県平均（31.3％）よりも

10 ポイント程度高くなっています。さらに、直近の国勢調査（令和 2 年）による高齢者世帯率は、

67.2％となっており、本村の世帯の多くは高齢者世帯ともいえる状況となっています。  

こうした高齢者、高齢者世帯の増加等を受け、高齢者の介護を社会全体で支えること、すなわち「介護

の社会化」を図ることを最大の目的として、介護保険制度が創設され、介護サービス等の基盤整備が進

んできました。  

平成 29 年の介護保険法の改正では、地域全員で支え合っていく「地域包括ケアシステムの深化・推

進」と「介護保険制度の持続可能性の確保」の２つが掲げられ、要支援・要介護状態になっても高齢者の

生活の質を維持・向上させ、社会的つながりを保ち、皆で助け合う「地域共生社会 3 の実現」が求められ

ています。  

高齢者がいつまでも自分の希望する生活を送れるよう、村の高齢者支援のビジョンを描く高齢者保健

福祉計画、制度利用の具体的な実施内容を示す介護保険事業計画を策定します。  

  

  

 

1 日本の将来推計人口：平成 29 年出生中位（死亡中位）推計  

2 生産年齢人口：16 歳以上 65 歳未満の人を指す  

3 社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民

や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地

域をともに創っていく社会を目指すもの  
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２ 計画の法的位置づけ・他計画との関係  

（１）計画の法的位置づけ   

■高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画との比較  

  高齢者保健福祉計画  介護保険事業計画  

法の根拠  
老人福祉法第 20 条の８健康増進法  

高齢者の医療の確保に関する法律  
介護保険法第 117 条  

計画の内容  
高齢者の健康と福祉の増進など高齢者に

係る福祉施策全般  

介護給付等対象サービスの種類ごと及び地域支援

事業の量の見込み介護給付適正化に関する事項  

利用の手続き  主に役場等の行政によるサービス  事業者との契約によるサービス  

主要財源  公費  保険料・公費  

対象範囲  行政区域内  
行政区域なし  

（ただし、地域密着型サービスは原則、行政区域内で保険

者が認めた場合に限り近隣市町村等も対象となる）  

  

（２）関連計画との整合・連携  

本計画は、本村の最上位計画である「道志村総合計画（2016～2025）」や関連計画、国や県の指針

等との整合を図りながら、推進していくものとします。  

 

道志村総合計画 2016～2025 

道志村 

 

・国（厚生労働省）の基本方針 

・各種通知 

・認知症施策推進大綱 

など 

国 

・健康長寿やまなしプラン 

など 

山梨県 

第３次道志村地域福祉計画 

第 3 期 健康増進計画 

第 3 次 食育推進計画 

第 3 次 障害者計画 

第 6 期 障害福祉計画 

第 3 期 障害児福祉計画 

 その他各種計画 

道志村高齢者保健福祉計画 

第９期介護保険事業計画 

整合 

整合 



3 

３ 計画の性格  

「高齢者保健福祉計画」は、高齢者が健康で生きがいなどを持った活力ある長寿社会を築いていくた

めの総合的な保健・福祉施策を展開する計画であり、高齢者全般が施策の対象となります。  

また、「介護保険事業計画」は、介護保険制度の利用に関する具体的な実施内容を示す計画であり、原

則として、介護保険法第７条第３項の「要介護者」及び同法第７条第４項の「要支援者」が対象となります。

なお、40 歳から 64 歳までの方については、特定疾患（加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾

病であって政令で定めるもの）によって要介護状態となった方に限られます。  

  

４ 計画の期間  

本計画の計画期間は、令和 6 年度から令和 8 年度までの３年間とします。  

計画期間の最終年度である令和 8 年度には、村民のニーズや社会動向の変化を把握しながら、取り

組み状況について点検するとともに、必要な見直しを行い、次期計画を策定します。  

 

 
令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

本計画    
    

（地域福祉計画）   
 

    

（障害者計画）   
 

  
 

 

（障害福祉計画・障害児

福祉計画） 
     

 
 

 

 

 

 

 

 

 

第 9 期 第 10 期 

第 3 次 

第 3 次 

第 7 期・第 3 期 

第 4 次 

第 8 期・第 4 期 
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５ 計画の進行管理  

本計画の推進にあたっては、担当部署が中心になって、企画・総務などを含めた関係各課と連携し各

種データを利用しながら、着実な遂行を目指しま

す。  

また、本計画の達成状況の点検・評価について

は、実施にかかる情報を村民に公表し、積極的に

情報提供することを通じて、村民からの意見を把

握しながら、ＰＤＣＡサイクル（計画-実施-評価-改

善）により継続的な進捗管理を行うことで、その業

務改善や事業効果を高めていきます。  

  

     

６ 計画のポイント  

（１）国の第９期介護保険事業計画の基本指針の考え方  

第９期計画期間中には、いわゆる団塊世代が７５ 歳以上となる 令和７年（２０２５年）を迎えることとな

ります。 全国で見れば、６５歳以上人口は 令和２２年（２０４０年）を超えるまで、７５歳以上人口は 令和３

７年（２０５５ 年）まで増加傾向が続きます。また、 要介護認定率や介護給付費が急増する８５歳以上人

口は令和１７年（２０３５年）で ７５ 歳以上人口を上回る勢いで増加し、 令和４２年（２０６０ 年）頃まで増

加傾向が続くことが見込まれます。 

一方で、生産年齢人口は減少していくことが見込まれています。 

今後、急激に高齢化が進行する地域もあれば、高齢化がピークを越える地域もあるなど、人口構成の

変化や介護ニーズ等の動向は地域ごとに異なります。こうした地域ごとの中長期的な人口動態や介護ニ

ーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地域の実情に応じて、地域包括ケア

システムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性の向上を図るための具体的な取組内容や目

標を、優先順位を検討した上で、介護保険事業計画に定めることが重要です。 

また、高齢単身世帯や８５ 歳以上人口が増加する中で、医療・介護双方のニーズを有する高齢者など

様々なニーズのある要介護高齢者が増加しており、医療・介護の連携の必要性が高まっています。 

 （全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（令和５年３月 厚生労働省老健局 介護保険計画

課）をもとに編集） 
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（2）本計画策定にあたってのポイント  

第 9 期計画においては、第 8 期計画での目標や具体的な施策を踏まえ、以下のポイントを重視し策定

します。  

  

① 地域の実情に応じたサービス基盤の整備  

② 在宅サービスの充実 

③ 地域共生社会の実現  

④ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化  
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１ 高齢者の状況  

本村の総人口は大幅な減少傾向にあり、令和 5 年では 1,545 人となっています。また、65 歳以上

の高齢者が総人口に占める割合を示した高齢化率は、令和 5 年には 41.3％と、平成 27 年に比べて 

9.2 ポイントの増加となっており、山梨県と比較すると概ね 10 ポイント上回っています。75 歳以上の

後期高齢者が総人口に占める割合を示した後期高齢者比率は､令和 5 年には 20.0％と平成 27 年に

比べ 3.2 ポイント増加し、近年は上昇ペースが速くなっています。世帯数については、近年 620～630

世帯で概ね推移しています。  

 

■総人口と高齢者人口の推移  

 

■高齢化率の推移  

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者福祉基礎調査（各年４月１日現在）  

（単位：人）

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

総人口 1,818 1,777 1,752 1,724 1,683 1,652 1,629 1,581 1,545

40歳〜64歳 656 646 635 624 602 579 552 523 509

高齢者人口 583 585 587 599 607 603 620 632 638

65歳〜74歳 277 283 287 302 306 315 328 334 329

75歳以上 306 302 300 297 301 288 292 298 309

高齢化率 31.2% 32.9% 33.5% 34.7% 36.1% 36.5% 38.1% 40.0% 41.3%

後期高齢者率 16.8% 17.0% 17.1% 17.2% 17.9% 17.4% 17.9% 18.8% 20.0%

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

32.1% 32.9% 33.5% 34.7%
36.1% 36.5%

38.1%
40.0%

41.3%

27.4% 28.2% 28.8% 29.4% 29.9% 30.4% 30.8% 31.2% 31.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

道志村 山梨県
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■人口と世帯数の推移  

資料：高齢者福祉基礎調査（各年４月１日現在）  

２ 高齢者の世帯の状況  

総世帯に対する高齢者世帯の割合は増加傾向にあり、平成７年の 54.6％に対して、令和 2 年は 

67.2％と 25 年間で 12.6 ポイント増加しています。  

高齢者世帯を形態別にみると、その他同居世帯が最も多い割合を占めていますが、高齢者単身世帯、

高齢者のみ世帯が年々増加傾向にあり、令和 2 年では、それぞれ高齢者単身世帯が 23.5％、 

高齢者のみ世帯が 24.5％となっています。  

  

■高齢者の世帯数の推移  

（単位：世帯、％）  

  平成７年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 

総世帯数  560  566  595  588  591  613 

高齢者世帯数  306  349  376  368  387  412 

  

総世帯に対する割合  54.6％  61.7％  63.2％  62.6％  65.5％  67.2％ 

高齢者単身世帯数  19  33  43  43  61  97 

  高齢者世帯に対する割合  6.2％  9.5％  11.4％  11.7％  15.8％  23.5％ 

高齢者のみ世帯数  35  49  60  69  88  101 

  高齢者世帯に対する割合  11.4％  14.0％  16.0％  18.8％  22.7％  24.5％ 

その他同居世帯数  252  267  273  256  238  214 

  高齢者世帯に対する割合  82.4％  76.5％  72.6％  69.6％  61.5％  51.9％ 

資料：国勢調査  

1,818
1,777 1,752

1,724
1,683

1,652 1,629
1,581

1,545

626
620

625 631

623

630

627

615

626

605

610

615

620

625

630

635

1,400

1,450

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

人口 世帯
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３ 在宅寝たきり・認知症高齢者数  

65 歳以上の高齢者のうち、16 人（高齢者人口比 2.5％）が在宅寝たきり高齢者で、うち 15 人が

75 歳以上となっています。また、認知症高齢者は、66 人（高齢者人口比 10.3％）で 62 人が 75 歳以

上となっています。  

  

■在宅寝たきり・認知症高齢者数  

（単位：人、％）  

  65 歳以上  
高齢者数  

 

65～74 歳  75 歳以上  

全高齢者数  638  329  309  

在宅寝たきり高齢者数  ※ 16  1  15  

  

男  4  0  4  

女  12  1  11  

全高齢者に対する割合  2.5％  0.3％  4.9％  

認知症高齢者 ※ 66  4  62  

  

男  19  2  17  

女  47  2  45  

全高齢者に対する割合  10.3％  1.2％  20.1％  

資料：高齢者福祉基礎調査（令和 5 年度）
  

※在宅寝たきり高齢者数及び認知症高齢者数については認定調査を行った方を対象に調査

しています。 
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４ ５歳階級別人口  

令和 5 年と 48 年前の昭和 50 年における人口構成を「人口ピラミッド」で比較すると、昭和 50 年

では一般的に多産多死型社会に見られるピラミッド型となっていますが、令和５年では少産少死型社会

に見られるつぼ型となっており、特に 65～74 歳の割合が高く、今後も 65 歳以上の高齢者人口が高

止まりすることが予測されます。また 14 歳以下の人口は少なく、少子高齢化は今後も進行していくも

のと考えられます。  

  

■人口ピラミッド  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（4 月 1 日現在） 
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５ 地区別人口統計  

地区別に高齢化率をみると、月夜野・久保が最も高く、52.1％となっています。次いで長幡東が

45.5％、川原畑が 44.8％となっています。 さらに月夜野・久保のうち月夜野地区では 65.0％、大

渡・野原地区では 53.6％、大室指地区では 52.5％、長幡東のうち小善地地区では 63.6％、椿地区で

は 63.0％、善之木のうち川村地区では 56.7％となっており、高齢者人口が 50％以上の人口比率を

占める、いわゆる「限界集落」となっています。  

55 歳以上が総人口の 50％以上となる「準限界集落」では、月夜野・久保が 68.6％で最も高く、次い

で長幡東が 60.0％、川原畑が 58.6％となっています。 

また、月夜野・久保のうち月夜野地区で 90.0％、長幡東のうち小善地地区で 87.9％、同じく椿地区

で 82.6％、善之木のうち川村地区で 70.0％と 70％以上の高い割合となっています。  

  

■地区別人口（限界集落及び準限界集落の状況）（令和 5 年） 

（単位：人、％）  

自治会  総人口  高齢者人口  
限界集落値（高

齢化率）  
55 歳以上人口  準限界集落値  

月夜野・久保  169  88  52.1%  116  68.6%  

長 幡 東  200  91  45.5%  120  60.0%  

長 幡 西  270  105  38.9%  148  54.8%  

川 原 畑  210  94  44.8%  123  58.6%  

神   地  271  110  40.6%  156  57.6%  

善 之 木  425  150  35.3%  232  54.6%  

計  1,545  638  41.3%  895  57.9%  

資料：住民基本台帳（令和 5 年４月 1 日現在）  

■地区別人口（限界集落及び準限界集落の状況）（令和 2 年）  

（単位：人、％）  

自治会  総人口  高齢者人口  
限界集落値（高

齢化率）  
55 歳以上人口  準限界集落値  

月夜野・久保  188  92  48.9%  123  65.4%  

長 幡 東  206  81  39.3%  117  56.8%  

長 幡 西  280  94  33.6%  139  49.6%  

川 原 畑  230  90  39.1%  128  55.7%  

神   地  290  92  31.7%  159  54.8%  

善 之 木  458  154  33.6%  233  50.9%  

計  1,652  603  36.5%  899  54.4%  

資料：住民基本台帳（令和 2 年４月 1 日現在）  
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■限界集落値の高い地区  ■準限界集落値の高い地区  

  自治会名  地区名  限界集落値    

  

  自治会名  地区名  準限界集落値  

1  月夜野・久保  月夜野  65.0%  1  月夜野・久保  月夜野  90.0%  

2  長 幡 東  小善地  63.6%  2  長 幡 東  小善地  87.9%  

3 長 幡 東  椿  63.0%  3  長 幡 東  椿 82.6%  

4 善 之 木  川 村  56.7%  4  善 之 木  川 村  70.0%  

5  月夜野・久保  大渡・野原  53.6%  5  善 之 木  上善之木 68.2%  

6  月夜野・久保  大室指  52.5% 6  月夜野・久保 大室指 67.5% 

7  川 原 畑  川原畑  48.1%  7  月夜野・久保 久保笹久根 66.0% 

  

■地区の設定  

 
  

① 月夜野・久保 ··· 月夜野、大渡・野原、久保笹久根、大室指  

② 長 幡 東  ····· 椿、小善地、大栗、馬場  

③ 長 幡 西 ······ 竹之本、東和出村、西和出村  

④ 川 原 畑 ······ 谷相、川原畑、大指、釜之前  

⑤ 神   地 ······· 東神地、中神地、下中山、上中山  

⑥ 善 之 木 ······ 下善之木、上善之木、川村、板橋、下白井平、上白井平、長又  

 ※ なお、日常生活圏域の設定とは異なります。   

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

①   
②   

③   

④   

⑤   

⑥   
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６ 死亡原因  

令和 4 年度の本村の死亡原因は、心疾患が最も多くなっています。山梨県と比較して割合が高いの

は、不慮の事故や自殺を除くと、心疾患、脳血管疾患、糖尿病となっています。  

■主な死亡原因と死亡数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和 4 年度人口動態統計 

 

■死亡原因の山梨県との比較  

死因 
山梨県 道志村 

件数 割合 件数 割合 

悪性新生物  2,508  22.6%  3  9.7% 

心疾患（高血圧性を除く）  1,569  14.1%  8  25.8% 

老衰  1,381  12.5%  3  9.7% 

脳血管疾患  798  7.2%  3  9.7% 

肺炎  493  4.4%  1  3.2% 

不慮の事故  366  3.3%  3  9.7% 

腎不全  265  2.4%  0  0.0% 

大動脈瘤及び解離  171  1.5%  0  0.0% 

慢性閉塞性肺疾患  138  1.2%  0  0.0% 

自殺  132  1.2%  1  3.2% 

肝疾患  123  1.1%  0  0.0% 

糖尿病  121  1.1%  1  3.2% 

高血圧性疾患  87  0.8%  0  0.0% 

結核  11  0.1%  0  0.0% 

喘息  6  0.1%  0  0.0% 

総数  11,090  31  

資料：令和 4 年度人口動態統計  

8 3 3 3 1

0 5 10 15 20

死亡数

心疾患（高血圧症を除く） 悪性新生物＜腫瘍＞ 脳血管疾患

不慮の事故 糖尿病
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7 自立期間と平均寿命  

本村の男性の平均寿命（平均余命）は 80.9 歳と、山梨県や全国と比較するとやや短くなっています。

平均自立期間は全国平均よりも長くなっています。 

本村の女性の平均寿命（平均余命）は 91.0 歳と、山梨県や全国と比較すると長くなっています。平均

自立期間も山梨県や全国平均よりも長くなっています。 

 

■平均自立期間と平均寿命の差  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平均自立期間（要支援・要介護） ⇒ 要支援 1～2、要介護 1～5 のいずれかの認定を受けるまでの期間 

※平均自立期間（要介護 2 以上）  ⇒ 要介護 2 以上の認定を受けるまでの期間 

資料：令和 4 年度 国保データベース（KDB）システム 
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8 要支援・要介護認定者の推移  

要支援・要介護認定者は、増加傾向にあります。一方、認定率については、年度によって増減があり、令

和 5 年 3 月末は 13.0％となっています。 

また、要支援・要介護度別の認定状況については、要介護 1 から 4 の占める割合が多くなっていま

す。 

 

■第 1 号被保険者と要介護認定者数の推移  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域包括ケア「見える化」システム 

 

■要支援・要介護度別認定者数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※住所地特例者を含む 

資料：地域包括ケア「見える化」システム 
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第１号被保険者数 要支援・要介護認定者数 認定率

（人）

平成30年
3月末

令和元年
3月末

令和2年
3月末

令和3年
3月末

令和4年
3月末

令和5年
3月末

第1号被保険者数 619 628 627 638 651 655

要支援1 4 3 1 4 5 4

要支援2 8 5 6 3 4 0

要介護1 24 29 20 19 26 18

要介護2 16 15 17 18 15 22

要介護3 13 16 15 15 20 17

要介護4 15 14 12 14 15 18

要介護5 10 13 13 8 8 6

認定者数 90 95 84 81 93 85

認定率 14.5% 15.1% 13.4% 12.7% 14.3% 13.0%
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９ 給付費の状況（サービス別実績値）  

（１）介護予防サービス  

    令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

①介護予防サービス  

介護予防訪問入浴介護  
給付費（千円）  0  0  0  
回数（回）  0.0  0.0  0.0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防訪問看護  
給付費（千円）  0  0  0  
回数（回）  0.0  0.0  0.0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防訪問リハビリテーション  
給付費（千円）  0  0  0  
回数（回）  0.0  0.0  0.0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防居宅療養管理指導  
給付費（千円）  0  0  0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防通所リハビリテーション  
給付費（千円）  83  0  0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防短期入所生活介護  
給付費（千円）  0  0  0  
日数（日）  0  0  0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（老健）  
給付費（千円）  0  0  0  
日数（日）  0.0  0.0  0.0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（病院等）  
給付費（千円）  0  0  0  
日数（日）  0.0  0.0  0.0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護(介護医療院)  
給付費（千円）  0  0  0  
日数（日）  0.0  0.0  0.0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与  
給付費（千円）  320 356  234  
人数（人）  5  4  3  

特定介護予防福祉用具購入費  
給付費（千円）  82  0  0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防住宅改修  
給付費（千円）  185  180  0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防特定施設入居者生活介護  
給付費（千円）  0  0  0  
人数（人）  0  0  0  

②地域密着型介護予防サービス  

介護予防認知症対応型通所介護  
給付費（千円）  0  0  0  
回数（回）  0.0  0.0  0.0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護  
給付費（千円）  0  0  0  
人数（人）  0  0  0  

介護予防認知症対応型共同生活介護  
給付費（千円）  0  0  0  
人数（人）  0  0  0  

③介護予防支援  

  
給付費（千円）  271  228  158  
人数（人）  5  4  3  

合計  給付費（千円）  941  764  392  
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（2）介護サービス  

    令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

①居宅サービス  

訪問介護  

給付費（千円）  1,884    1,237    2,843  

回数（回）  57.9    33.5    82.8  

人数（人）  5    5    6  

訪問入浴介護  

給付費（千円）  0    0    0  

回数（回）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

訪問看護  

給付費（千円）  770    139    937  

回数（回）  7.1    1.4    9.6  

人数（人）  2    1    3  

訪問リハビリテーション  

給付費（千円）  0    0    0  

回数（回）  0.0    0.0    0.0  

人数（人）  0    0    0  

居宅療養管理指導  
給付費（千円）  24    20    147  

人数（人）  0    0    1  

通所介護  

給付費（千円）  881    0    295  

回数（回）  8.0    0    2.0  

人数（人）  1    0    1  

通所リハビリテーション  

給付費（千円）  1,172    1,206    1,685  

回数（回）  12.8    13.6    14.1  

人数（人）  3    3    4  

短期入所生活介護  

給付費（千円）  10,790    13,875    16,597  

日数（日） 112.8    143.3    173.7  

人数（人）  11    11    12  

短期入所療養介護（老健）  

給付費（千円）  0    0    0  

日数（日）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

短期入所療養介護（病院等）  

給付費（千円）  0    0    0  

日数（日）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

短期入所療養介護(介護医療院)  

給付費（千円）  0    0    0  

日数（日）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

福祉用具貸与  
給付費（千円）  3,535    4,166    4,918  

人数（人）  23    26    35  

特定福祉用具購入費  
給付費（千円）  217    24    212  

人数（人）  1    0    1  

住宅改修費  
給付費（千円）  61    146    0  

人数（人）  0    0    0  

特定施設入居者生活介護  
給付費（千円）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  
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      令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

②地域密着型サービス  

定期巡回・随時対応型訪問介護看護  
給付費（千円）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

夜間対応型訪問介護  
給付費（千円）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

地域密着型通所介護  

給付費（千円）  28,310    31,368    34,972  

回数（回）  268.4    281.0    299.3  

人数（人）  30    30    33  

認知症対応型通所介護  

給付費（千円）  0    0    0  

回数（回）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

小規模多機能型居宅介護  
給付費（千円）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

認知症対応型共同生活介護  
給付費（千円）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

地域密着型特定施設入居者生活介護  
給付費（千円）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護  

給付費（千円）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

看護小規模多機能型居宅介護  
給付費（千円）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

③施設サービス  

介護老人福祉施設  
給付費（千円）  66,699    64,018    56,376  

人数（人）  19    20    17  

介護老人保健施設  
給付費（千円）  30,827    34,152    28,583  

人数（人）  10    11   9  

介護医療院  
給付費（千円）  0    3,727    174  

人数（人）  0    1    0  

介護療養型医療施設  
給付費（千円）  0    0    0  

人数（人）  0    0    0  

④居宅介護支援 

  給付費（千円）  6,670    7,061    8,806  

人数（人）  41    43    53  

合計  給付費（千円）  151,837    161,139    156,544  

※ 給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。小数点以下切り捨てのため、人数が「0」

でも給付費が発生する場合がある  
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（3）総給付費の実績 

 

(単位：千円／年間)  

   令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

合計  152,778    161,903    156,935  

在宅サービス  55,252    60,006    71,803  

居住系サービス  0    0    0  

施設サービス  97,526    101,897    85,133  

 資料：地域包括ケア「見える化」システム  

  

  



19 

 

１ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査  

（１）調査概要  

① 調査対象、調査方法、調査期間、回収状況  

調査対象：令和 5 年 8 月 1 日現在の道志村住民基本台帳に記載されており、要介護認定（要介護 1～

5）を受けていない 65 歳以上の方全員  合計 573 人 

調査方法：郵送配布・郵送回収  

調査期間：令和 5 年 9 月 1 日～ 9 月 25 日 

回収状況：  

発送数  回収数  有効回収数  有効回収率  

573 サンプル  326 サンプル  326 サンプル  56.9％  

＊有効回収数：回収票から全く回答がないもの（白票）や回答が少ないもの（無効票）を除いた数  

  

② アンケート結果を見る際の注意事項  

・ 基数となるべき調査数は、N（ｎ）と表示しており、回答比率はこれを 100％として算出していま

す。  

・ 複数の回答が許されている設問においては、回答比率の合計が 100％を超えることがあり 

ます。  
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（2）家族や生活状況について  

① 家族構成  

家族構成は、夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）が 39.3％と最も多く、1 人暮らしは 19.0％で

した。独居は、前回のニーズ調査に比べ 5.1％上がっています。  

 

 

 

② 介護・介助の必要性  

全体の 88.0％が「介護・介助は必要ない」と回答しています。  

一方、8.3％が「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」「現在、何らかの介護を受

けている」と回答しています。  

 

 

 

 

19.0%

39.3%

4.9%

18.7%

15.3%

0.3%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40%

1 人暮らし

夫婦 2 人暮らし(配偶者 65 歳以上) 

夫婦 2 人暮らし(配偶者 64 歳以下) 

息子・娘との 2 世帯

その他

不明

未回答

N=326

88.0%

3.7% 4.6% 3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている （介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合も含む）

未回答

N=326
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③ 介護・介助が必要になった原因  

介護が必要になった原因は、「高齢による衰弱」「心臓病」が多くなっています。  

男性で最も多いのは心臓病、女性で最も多いのは高齢による衰弱となっています。 

 

 

 

 

  

0.0%

18.5%

7.4%

7.4%

7.4%

7.4%

0.0%

3.7%

3.7%

0.0%

7.4%

3.7%

18.5%

14.8%

0.0%

14.8%

22.2%

11.1%

0.0%

0.0%

11.1%

0.0%

11.1%

0.0%

11.1%

11.1%

0.0%

22.2%

16.7%

5.6%

11.1%

11.1%

5.6%

5.6%

0.0%

11.1%

0.0%

22.2%

22.2%

11.1%

0% 10% 20% 30%

脳卒中（脳出血  脳梗塞等）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

関節の病気（リウマチ等）

認知症(アルツハイマー病等）

パーキンソン病

糖尿病

腎疾患（透析）

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊椎損傷

高齢による衰弱

その他

不明

未回答

全体

男性

女性

全体 N=27

男性 N=9

女性 N=18
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④ 主な介護者・介助者  

配偶者が最も高くなっています。   

   

  
 

⑤ 暮らしの経済状況  

暮らしの経済状況は、「普通」と回答した割合が 66.9％を占めています。  

「大変苦しい」「やや苦しい」の回答は、21.8％と全体の 2 割ほどを占めています。 

 
（３）健康について  

① 健康状態  

現在の健康状態は、「まあよい」が全体の 65.0％と最も多く、「とてもよい」と合わせると 77.3％

が「よい」と回答しています。一方、16.0％が「あまりよくない」、1.8％が「よくない」と回答していま

す。「とてもよい」と回答した人の割合は、男性で 14.5％、女性で 10.2％と、男性のほうがやや高く

なっています。 

 

② 飲酒 

「ほとんど飲まない」が 29.4％、「もともと飲まない」が 22.1％と、約半分が日常的に飲酒をしな

いという結果となっています。一方、24.8％は「ほぼ毎日飲む」と回答しています。 

40.0%

20.0%

26.7%

6.7%

0.0%

0.0%

0.0%

6.7%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

配偶者(夫・妻) 

息子

娘

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

介護サービスのヘルパー

その他

未回答

N=15
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男女別に見ると、男性は「ほぼ毎日飲む」と回答した人が 40.9％と、女性（9.6％）と比較して大幅

に多くなっています。 

 

③ 喫煙  

「もともと吸っていない」が 52.1％、「吸っていたがやめた」が 28.5％と、約 8 割が喫煙をしない

という結果となっています。 

一方、11.0％は「ほぼ毎日吸っている」と回答しています。 

男女別に見ると、男性は「吸っていたがやめた」が 45.9％と最も多く、「ほぼ毎日吸っている」は

18.2％となっています。女性で「ほぼ毎日吸っている」と回答した人は 4.2％となっています。 

 

④ 治療中、または後遺症のある病気 

「高血圧」が 42.6％と最も高くなっており、「糖尿病（16.0％）」、「筋骨格の病気（11.0％）」、「目

の病気（11.0％）」が続いています。 

一方、14.1％は「ない」と回答しています。 

 

 

14.1%

42.6%

3.4%

8.3%

16.0%

10.4%

3.4%

3.4%

7.1%

11.0%

3.1%

2.8%

0.6%

0.6%

0.6%

0.0%

11.0%

3.1%

4.6%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ない

高血圧

脳卒中（脳出血  脳梗塞等）

心臓病

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

胃腸・肝臓・胆のうの病気

腎臓・前立腺の病気

筋骨格の病気（骨粗しょう症 、関節症等）

外傷（転倒・骨折等）

がん（悪性新生物）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

目の病気

耳の病気

その他

未回答

N=326
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⑤ からだの動作 

「できるし、している」という回答は「立ち上がり」が最も多くなっています。 

「階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか」という質問については 21.5％、「15 分位続

けて歩いていますか」という質問については 23.0％が「できるけどしていない」と回答しています。 

「15 分位続けて歩いていますか」という質問に関して、「できるし、している」という回答の割合は

前期高齢者・後期高齢者とも同程度ですが、後期高齢者では「できない」の割合が増えています。 

 

【階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか】 

 

 

 

 

 

 

 

【椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか】 

 

 

 

 

 

 

 

【15 分位続けて歩いていますか】 

 

  

64.7%

76.3%

52.2%

21.5%

18.3%

24.8%

11.3%

3.6%

19.7%

2.5%

1.8%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

前期高齢者

後期高齢者

できるし、している できるけどしていない できない 未回答

全体 N=326、前期高齢者 N=169、後期高齢者 N=157

79.4%

85.2%

73.2%

11.3%

11.2%

11.5%

7.1%

1.8%

12.7%

2.1%

1.8%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

前期高齢者

後期高齢者

できるし、している できるけどしていない できない 未回答

全体 N=326、前期高齢者 N=169、後期高齢者 N=157

68.1%

68.6%

67.5%

23.0%

27.8%

17.8%

6.7%

2.4%

11.5%

2.1%

1.2%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

前期高齢者

後期高齢者

できるし、している できるけどしていない できない 未回答

全体 N=326、前期高齢者 N=169、後期高齢者 N=157
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⑥ 転倒 

過去一年間に転んだ経験は、「ない」が 68.4％と多いですが、約１割が「何度もある」と回答してい

ます。 「何度もある」は前期高齢者では 5.3％ですが後期高齢者では 14.6％と増加しています。 

転倒に対する不安は、「やや不安である」が 41.7％と最も多く、「とても不安である」と合わせると

約半数が不安を感じています。後期高齢者では約 6 割が不安を感じています。 

 

【過去１年間に転んだ経験】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【転倒に対する不安】 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.8%

5.3%

14.6%

20.6%

20.7%

20.4%

68.4%

74.0%

62.4%

1.2%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

前期高齢者

後期高齢者

何度もある １度ある ない 未回答

全体 N=326、75歳未満 N=169、75歳以上 N=157

10.4%

7.7%

13.4%

41.7%

36.1%

47.8%

26.4%

31.4%

21.0%

19.3%

23.7%

14.6%

2.1%

1.2%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

前期高齢者

後期高齢者

とても不安である やや不安である あまり不安でない 不安でない 未回答

全体 N=326、75歳未満 N=169、75歳以上 N=157
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⑦ 食事 

BMI 指数は、身長と体重から算出される肥満度を表す体格指数です。「標準」が 57.1％で、「肥

満」は 23.6％となっています。  

食べることに関しては、「半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか」という質問に対し

て、「はい」が 31.3％となっています。  

嚥下や口の渇きについても、2～3 割程度が「はい」と回答しています。  

  

【肥満の状況】 

 

 

【食べることの状況】 

 

 

歯に関しては、「自分の歯は 19 本以下、入れ歯を利用」が 41.4％と最も多く、約半数が入れ歯を

利用しています。  

どなたかと食事をともにする機会に関しては、「毎日ある」が 52.1％と最も多くなっていますが、

8.0％は「ほとんどない」と回答しています。 

5.8% 57.1% 23.6%

3.1%

0.3%

10.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BMI＜18.5 低体重 18.5≦BMI＜25.0 標準体重 25.0≦BMI＜30.0 肥満（1度）

30.0≦BMI＜35.0 肥満（2度） 40.0≦BMI 肥満（4度） 未回答

31.3%

27.9%

21.2%

89.0%

17.5%

66.6%

70.6%

77.3%

9.8%

81.6%

2.1%

1.5%

1.5%

1.2%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか

お茶や汁物等でむせることがありますか

口の渇きが気になりますか

歯磨き（人にやってもらう場合も含む）を毎日していますか

６か月間で２～３kg 以上の体重減少がありましたか

はい いいえ 未回答 N=326
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（4）毎日の生活について  

① 外出 

外出の頻度は、「週 2～4 回」が 41.1％と最も多く、次いで「週 1 回」が 28.8％、「週 5 回以上」

が 21.2％、「ほとんど外出しない」が 7.7％となっています。  

「昨年と比べて外出の回数が減っていますか」という質問に対して、「減っていない」「あまり減って

いない」が全体的に多くなっています。また、「減っている」も 20.6％となっています。  

「外出は控えていますか」という質問には、「はい」が 17.2％、「いいえ」が 81.6％となっていま

す。  

外出を控えている理由は、「足腰などの痛み」が 48.2％と最も多く、「交通手段がない」

（21.4％）、「トイレの心配」（17.9％）が続いています。  

 

【外出を控えている理由】（外出を控えている方のみ） 

 

 

 

3.6%

1.8%

48.2%

17.9%

1.8%

1.8%

10.7%

8.9%

21.4%

17.9%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

病気

障害 (脳卒中の後遺症など）

足腰などの痛み

トイレの心配(失禁など）

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

未回答

N=56
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外出する際の移動手段としては、「自動車（自分で運転）」が 72.1％と最も多く、「徒歩」

（27.9％）、「自動車（人に乗せてもらう）」（27.3％）が続いています。「路線バス」は 3.1％となって

います。 

 

 

② 日常生活 

約半数が「物忘れが多い」と感じています。 後期高齢者に関しては、61.8％が「物忘れが多い」と

感じています。 

 

【物忘れが多いと感じるか】 

 
 

 

電話に関しては、全体の 9 割程度が「自分で電話番号を調べて、電話をかけている」と回答してい

ます。 後期高齢者に関しても、90.4％が「自分で電話番号を調べて、電話をかけている」と回答し

ています。  

 

【自分で電話番号を調べて、電話をかけているか】 

 
 

 

52.8%

44.4%

61.8%

46.0%

55.0%

36.3%

1.2%

0.6%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

前期高齢者

後期高齢者

はい いいえ 未回答

全体 N=326、前期高齢者 N=169、後期高齢者 N=157

88.0%

85.8%

90.4%

11.3%

13.6%

8.9%

0.6%

0.6%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

前期高齢者

後期高齢者

はい いいえ 未回答

全体 N=326、前期高齢者 N=169、後期高齢者 N=157
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全体の 3 割程度が「今日が何月何日かわからない時がある」と回答しています。後期高齢者に関し

ては、38.2％が「今日が何月何日かわからない時がある」と回答しています。 

 

【今日が何月何日かわからない時があるか】 

 
 

 

 

 

③ 趣味 

76％が「趣味あり」と回答しています。一方、18％は「思いつかない」と回答しています。 

趣味の内容については、「園芸・ガーデニング」と「旅行」がともに 31.5％と最も多くなっており、

「ウォーキング」（25.4％）、「映画鑑賞」（21.4％）、「読書」（21.4％）、「スポーツ観戦」（21.0％）など

が続いています。 

 

 

 

  

29.1%

20.7%

38.2%

70.2%

78.7%

61.1%

0.6%

0.6%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

前期高齢者

後期高齢者

はい いいえ 未回答

全体 N=326、前期高齢者 N=169、後期高齢者 N=157
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【趣味の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.0%

1.2%

0.4%

2.0%

7.7%

0.8%

1.2%

12.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

9.7%

0.4%

0.8%

9.3%

1.6%

0.4%

25.4%

0.8%

5.6%

21.0%

6.0%

5.2%

21.4%

16.1%

6.0%

1.6%

10.9%

4.4%

1.6%

3.6%

1.2%

17.3%

31.5%

12.9%

3.6%

2.8%

8.9%

2.8%

21.4%

0.4%

3.6%

6.5%

4.8%

1.6%

31.5%

12.9%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40%

野球

バレーボール

バスケットボール

サッカー・フットサル

卓球

テニス

バドミントン

ゴルフ(練習場を含む)

グラウンドゴルフ

柔道

剣道

ボウリング

つり

水泳

スキー・スノーボード

登山・ハイキング

サイクリング

ジョギング・マラソン

ウォーキング

ヨガ

器具を使ったトレーニング

スポーツ観戦

美術鑑賞

演芸・演劇・舞踊鑑賞

映画鑑賞

音楽鑑賞

楽器の演奏

コーラス・声楽

カラオケ

舞踊・ダンス

書道

華道

茶道

手芸

園芸・ガーデニング

日曜大工

絵画・彫刻の制作

陶芸・工芸

写真の撮影

詩・俳句などの創作

読書

囲碁

将棋

パチンコ

ゲーム

キャンプ

旅行

その他

未回答

N=248
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④ 生きがい 

80％が「生きがいあり」と回答しています。一方、15％は「思いつかない」と回答しています。 

生きがいを感じる時については、「おいしい物を食べている時」が 51.5％と最も多く、「子供や孫

など家族との団らんの時」（51.2％）、「テレビを見たり、ラジオを聞いている時」（47.7％）、「趣味に

熱中している時」（46.9％）などが続いています。 

 

【生きがいを感じる時】 

 

 

⑤ 幸福度 

「とても不幸」を 0 点、「とても幸せ」を 10 点として幸福度を質問したところ、8 点（20.9％）、10

点（19.9％）という回答が多くなりました。7 点以上の人の割合は 62.0％となっています。 

幸せかどうかを判断する際に重視した事項としては、「健康状況」が 80.1％と多く、「家族関係」

（46.0％）、「家計の状況（所得）」（29.4％）が続いています。 

40.4%

10.4%

46.9%

10.0%

33.1%

51.2%

40.8%

47.7%

10.4%

36.5%

21.2%

22.3%

51.5%

10.0%

16.2%

17.3%

2.3%

0.8%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事にうちこんでいる時

勉強や教養などに身をいれている時

趣味に熱中している時

スポーツに熱中している時

夫婦団らんの時

子供や孫など家族との団らんの時

友人や知人と食事、雑談している時

テレビを見たり、ラジオを聞いている時

社会奉仕や地域活動をしている時

旅行に行っている時

他人から感謝された時

収入があった時

おいしい物を食べている時

若い世代と交流している時

おしゃれをする時

犬や猫などのペットと過ごす時

その他

わからない

未回答

N=260
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また、気分が沈んだり、ゆううつな気持ちになったりすることがある人は 3 割弱、どうしても物事

に対して興味がわかない、あるいは心から楽しめない感じがよくあった人は２割強となっています。 

 

【幸福度と趣味・生きがいの関係】 

趣味の有無、生きがいの有無別に幸福度を見ると、「趣味あり」、「生きがいあり」の場合に幸福度

が高くなっている傾向が読み取れます。 

 

 

 

  

0.0%

0.4%

0.4%

2.5%

3.0%

12.7%

10.1%

13.5%

23.2%

9.7%

24.5%

0.0%

0.0%

0.0%

5.9%

2.0%

27.5%

17.6%

21.6%

11.8%

3.9%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40%

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

１０点

趣味あり

趣味なし

N=288

【7点～10点の合計】

趣味あり：70.9％

趣味なし：47.1％

0.0%

0.0%

0.4%

3.0%

2.5%

12.2%

11.4%

12.7%

26.2%

9.3%

25.3%

0.0%

2.0%

0.0%

3.9%

3.9%

29.4%

9.8%

25.5%

7.8%

2.0%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40%

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

１０点

生きがいあり

生きがいなし

N=289

【7点～10点の合計】

生きがいあり：73.4％

生きがいなし：39.2％
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⑥ 地域での活動 

【会・グループ等への参加状況】 

月１回以上の頻度で参加していることとしては、「収入のある仕事」（25.5％）が最も多く、「趣味関

係のグループ」（9.2％）、「ボランティア」のグループ（8.0％）が続いています。 

年に数回の頻度で参加していることとしては、「町内会・自治会」が 15.3％と最も多くなっていま

す。 

 

また、約半数の方は、健康づくり活動や趣味等のグループ活動に参加してもよい（参加者として）と

回答しています。 

 

【活動への参加意向】 

 

 

  

4.3%

1.2%

46.0%

36.2%

32.2%

44.8%

3.7%

3.1%

13.8%

14.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加者として参加したい

企画・運営（お世話役）として参加したい

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 未回答 N=326
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⑦ 助け合い 

心配事や愚痴を聞いてくれる相手としては、「配偶者」が 56.1％と最も多く、「兄弟姉妹・親戚・

親・孫」（48.2％）、「別居の子ども」（38.7％） 、「友人」（38.3％）が続いています。心配事や愚痴を

聞いてあげる相手に関しても、ほぼ同様の傾向となっています。 

病気のときに、看病や世話をしてくれる人としては、「配偶者」をあげる人が 6 割程度と多くなっ

ています。 

家族や友人・知人以外で相談する相手としては、「医師・歯科医師・看護師」が 35.3％と最も多

く、「地域包括支援センター・役所・役場」（18.7％）、「社会福祉協議会・民生委員」（16.0％）が続い

ています。一方、29.1％が「そのような人はいない」と回答しています。 

友人・知人と会う頻度・連絡する頻度は「週に数度」、「月に数度」、「年に数度」などが多くなってい

ます。 

 

（5）認知症について  

約 1 割の人が、「認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいる」と回答していま

す。 

また、認知症に関する相談窓口を知っているのは、全体の 24.5％となっています。  

 

【認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいますか】  

 

  

9.5%

9.5%

9.6%

83.4%

85.2%

81.5%

7.1%

5.3%

8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

前期高齢者

後期高齢者

はい いいえ 未回答 N=326
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2 在宅介護実態調査  

（１）調査概要  

① 調査対象、調査方法、調査期間、回収状況  

調査対象：要介護（支援）の認定を受け在宅で生活している方（新規申請の方は除く） 

調査方法：郵送配布・郵送回収  

調査期間：令和 5 年 9 月 1 日～9 月 25 日 

回収状況：  

発送数  回収数  有効回収数  有効回収率  

43 サンプル  27 サンプル  27 サンプル  62.8％  

＊有効回収数：回収票から全く回答がないもの（白票）や回答が少ないもの（無効票）を除いた数  

調査内容：調査対象者本人の介護保険サービスの利用状況や必要な支援等に関する調査、および、介護

者の不安や就労への影響等に関する調査 

 

 

② アンケート結果を見る際の注意事項  

・ 基数となるべき調査数は、N（ｎ）と表示しており、回答比率はこれを 100％として算出していま

す。  

・ 複数の回答が許されている設問においては、回答比率の合計が 100％を超えることがあり 

ます。  
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（2）調査対象者本人に関する調査  

① 調査対象者の属性等 

回答者は、「主な介護者となっている家族・親族」が 66.7％と最も多く、「調査対象者本人」は

25.9％となっています。  

世帯類型に関しては、その他が 55.6％と最も多く、単身世帯は 29.6％、夫婦のみ世帯は

11.1％となっています。 

年齢は、85～89 歳、90 歳以上がともに 37.0％と多くなっています。 

要介護度は、「要介護 1」が 33.3％と最も多く、「要支援 2」（22.2％）、「要介護 2」（22.2％）、

「要介護 3」（18.5％）が続いています。 

施設等への入所・入居の検討については、「検討していない」が 77.8％を占めています。 

治療中または後遺症のある病気については、認知症が 29.6％と最も多く、脳卒中（22.2％）が続

いています。 

 

【治療中または後遺症のある病気】 

 

 

22.2%

7.4%

3.7%

11.1%

3.7%

14.8%

0.0%

0.0%

29.6%

3.7%

3.7%

7.4%

11.1%

7.4%

11.1%

0.0%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40%

脳卒中（脳出血・脳梗塞）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患（肺炎や気管支炎等）

腎臓・前立腺の疾患（透析を含む）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

その他

なし

わからない

未回答

N=27
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② 介護サービスの利用状況・意向等  

直近１ヶ月において、介護保険サービス（住宅改修、福祉用具貸与・購入を除く）を利用した人は

74.1％、利用していない人は 25.9％となっています。 

具体的なサービスとしては「通所介護（デイサービス）」が最も多く利用されており、週 2 回程度の

利用が最も多くなっています。 

 

【介護保険サービスの利用状況】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50.0%

55.0%

10.0%

5.0%

15.0%

0.0%

5.0%

5.0%

20.0%

35.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ショートステイ

居宅療養管理指導

利用していない 月1～7日程度 月8～14日程度 月15～21日程度 月22日以上 未回答 N=20

10.0%

20.0%

20.0%

20.0%

10.0%

20.0%

10.0%

5.0%

5.0%

40.0% 10.0% 5.0% 10.0%

80.0%

80.0%

80.0%

80.0%

20.0%

75.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護（ホームヘルプサービ

ス）

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護（デイサービス）

通所リハビリテーション（デイケ

ア）

利用していない 週1回程度 週2回程度 週3回程度 週4回程度 週5回以上 未回答 N=20
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介護保険サービスを利用していない人にその理由を聞いたところ、ニーズがないという回答が大

部分を占めています。 

 

【介護保険サービスを利用しない理由】 

 
 

 

介護保険サービス以外では、「配食」サービスを利用している人が 22.2％と最も多く、移送サービ

ス（14.8％）が続いています。 

また、在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスとしては、移送サービスが 18.5％と最も高

く、「配食」、「見守り、声かけ」、「サロンなどの定期的な通いの場」が 14.8％で続いています。 

【介護保険サービス以外で利用しているサービス】 

 

28.6%

28.6%

14.3%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0%

0.0%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40%

現状では、サービスを利用するほどの状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満があった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、身近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利用するため

サービスを受けたいが手続きや利用方法が分からない

その他

未回答

N=7

22.2%

0.0%

3.7%

0.0%

3.7%

0.0%

14.8%

7.4%

0.0%

3.7%

70.4%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉    等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

未回答

N=27
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【在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス】 

 
 

 

 

訪問診療を利用しているのは 3.7％（27 名中 1 名）となっています。 

家族・親族からの介護の程度は、「ほぼ毎日ある」、「ない」がともに 37.0％と最も多くなっていま

す。 

 

 
（3）介護者に関する調査  

① 介護者の属性等  

主な介護者としては「子（子の配偶者含む）」、「女性」、「60 代」が多くなっています。 

 

  

14.8%

3.7%

7.4%

0.0%

7.4%

3.7%

18.5%

14.8%

14.8%

0.0%

33.3%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉    等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

未回答

N=27
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② 介護の内容等  

介護等の内容としては、「その他の家事」、「外出の付き添い」が多くなっています。 

不安を感じる介護等の内容としては「夜間の排泄」が 47.1％と最も多くなっています。 

【現在行っている介護等の内容】   

 
 

【不安を感じる介護等の内容】  

 
  

5.9%

17.6%

23.5%

23.5%

29.4%

11.8%

17.6%

76.5%

47.1%

23.5%

5.9%

52.9%

82.4%

58.8%

23.5%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

N=17

17.6%

47.1%

17.6%

17.6%

0.0%

11.8%

11.8%

29.4%

5.9%

23.5%

5.9%

23.5%

29.4%

11.8%

17.6%

5.9%

0.0%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

未回答

N=17
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③ 介護者の勤務状況  

介護を理由とした離職に関しては、全ての回答者（未回答を除く）が「介護のために仕事を辞めた

家族・親族はいない」と回答しています。 

勤務形態はパートタイムが 52.9％と多くなっています。 

介護と育児に関して、「労働時間を調整」（35.7％）、「休暇の取得」（28.6％）等により働き方を調

整し、介護にあたる人が多くなっています。 

勤務先に対しては、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」（50.0％）、「労働時間の柔軟な選択」

（50.0％）などを求める声が多くなっています。 

【働き方の調整】 

 
 

【仕事と介護の両立の見通し】 

 

21.4%

35.7%

28.6%

7.1%

14.3%

0.0%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整※」しながら、働いている

※残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等

介護のために、「休暇※」を取りながら、働いている

※年休や介護休暇等

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている

介護のために、２～４以外の調整をしながら、働いている

主な介護者に確認しないと、わからない

未回答

N=14

21.4%

64.3%

0.0%

0.0%

7.1%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
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3 アンケート調査結果のまとめ 

（１）調査結果のポイント  

調査結果のポイントを以下に整理します。 

 

・介護が必要になった原因は、「高齢による衰弱」「心臓病」が多い。 

 

・「階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか」という質問については 21.5％、「15 分位続けて

歩いていますか」という質問については 23.0％が「できるけどしていない」と回答している。 

 

・約半数が転倒に対する不安を感じている。 

 

・2 割弱の方が外出は控えており、理由としては足腰などの痛みが最も多い。 

 

・76％の方が趣味を持っており、「園芸・ガーデニング」「旅行」「ウォーキング」「映画鑑賞」「読書」「スポー

ツ観戦」などが人気である。 

 

・80％の方が「生きがいあり」と回答しており、「おいしい物を食べている時」「子供や孫など家族との団

らんの時」「テレビを見たり、ラジオを聞いている時」「趣味に熱中している時」などに生きがいを感じる

場合が多い。 

 

・62％の方が幸福度を高く回答している。幸福度の判断基準としては「健康状況」が最も重要で、「家族

関係」「家計の状況（所得）」が続いている。 

 

・趣味の有無、生きがいの有無別に幸福度を見ると、「趣味あり」、「生きがいあり」の場合に幸福度が高く

なっている。 

 

・約半数の方は、健康づくりや趣味等のグループ活動に参加してもよいと回答している。 

 

・介護保険サービスの利用率は 74.1％であり、週 2 回程度「通所介護（デイサービス）」を利用するケー

スが多い。 

 

・介護保険サービスを利用しない理由に関しては、ニーズがないという回答が多い。 

 

・「配食」、「移送」、「見守り、声かけ」、「サロンなどの定期的な通いの場」などのニーズが見受けられる。 

 

・不安を感じる介護等の内容としては「夜間の排泄」が最も多い。 

 

・介護を理由とした離職は発生しておらず、働き方を調整し介護にあたる人も多い。 

仕事と介護の両立の見通しに関しては、「問題はあるが、何とか続けていける」が 64.3％と最も多い。 
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（2）今後の課題 

調査結果を踏まえ、今後の課題を以下のとおり抽出しました。 

 

・「ウォーキング」を趣味にしている方も多い一方で、歩行に関して「できるけどしていない」という回答も

多い。体力維持のため歩行を促すようなプログラムの充実が求められる。 

 

・趣味の有無、生きがいの有無別に幸福度を見ると、「趣味あり」、「生きがいあり」の場合に幸福度が高く

なっている。「趣味に熱中している時」に生きがいを感じるという回答も多い。これらを踏まえると、趣

味を充実させることが生きがいや、ひいては幸福度の向上にも影響を与えると考えられるため、村民

の趣味を充実させる支援策が有効と考えられる。 

 

・「おいしい物を食べている時」は生きがいにもつながりやすいので、口腔機能の維持・向上は重要な課

題と考えられる。  

 

・健康グループ活動への参加意向は高いため、村民の方の好みや趣味にあうような健康増進プログラム

を提供できれば、健康面での効果が期待できる。 

 

・大部分の方が、仕事と介護を両立している。しかし、「問題はあるが何とか続けている」というケースが

多いため、適切な支援により介護者の負担を軽減することが望まれる。 
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前期計画である令和 3 年度からの道志村高齢者保健福祉計画・第 8 期介護保険事業計画では、「お

互いに寄り添い、信頼し合い、支え合う ～地域みんなでともに育む ぬくもりのある安心な村～」を基

本理念に、以下の３つの基本目標を定め、関係機関、事業者、村民、行政の協働により、施策の展開を図

ってきました。 

基本目標 1 健康に生き生きと安心して暮らせる支援の充実 

基本目標 2 地域共生社会の実現に向けた体制の構築 

基本目標 3 介護保険サービスの充実と介護保険制度の適切な運営 

 

令和 6 年度からの新しい計画を策定するにあたり、各施策の実施状況を確認するとともに、基本目

標の達成状況を整理・分析しました。  

  

 

■ 基本目標 1 健康に生き生きと安心して暮らせる支援の充実  

 

【成果指標の達成状況】 

指標目標 
令和元年度 

（実績値） 
令和 4 年度 

（目標値） 
令和 4 年度 

（実績値） 

居宅生活を継続している要介護認定者の割合 

生活支援サービス等を利用し、居宅生活を継続している要介

護認定者の割合 

 ※既存システムから（年度末集計）  

51.7％ 60.0％ 65.1％ 

 

令和 4 年度末時点で、要介護認定者(要介護 1～5、入院の方は除く)は 86 名、うち在宅の方（サ高

住を含む）は 56 名で、成果指標値は 65.1％となり、目標を達成しました。 
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【事業実施の概況】 

高齢者が健康長寿でいられるよう、健康づくりの推進に取り組みました。また、たとえ要介護状

態となっても、可能な限り地域で安心して暮らし続けられるよう、生活支援サービスの体制を構築

するとともに、全ての高齢者にとってやさしいまちづくり、住環境の向上を図り、安心・安全で高齢

者が暮らしやすい環境づくりに努めました。  

事業のうち、実績値が見込値を下回ったのは「運動器の機能向上教室」、「ウォーキング事業」、

「介護予防教室」、「口腔機能の向上」、「外出支援サービス事業」、「訪問理美容事業」、「暮らしのさ

さえあい・どうし事業」、「歌の会（音楽療法）」などとなっており、新型コロナウィルス感染予防のた

めに事業自体を自粛した背景があります。 

実績値が見込値を上回ったのは「配食サービス」などとなっており、在宅療養者の増加に伴い、

利用希望者も増加したためと考えられます。 

  

 

【各事業の見込値に対する実績値】  
 

① 健康づくり支援・介護予防支援 

【数値目標】  令和３年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

運動器の機能向上教室     

見込 
実施回数 (回)  38  38  38  

延参加者数（人）  400  405  410  

実績 
実施回数 (回)  20 30 32 

延参加者数（人）  205 271 320 

ウォーキング推進事業     

見込 
実施回数 (回)  10  10  10  

延参加者数（人）  100  105  110  

実績 
実施回数 (回)  4 8 8 

延参加者数（人）  43 72 80 

介護予防教室     

見込 
開催回数 (回)  6  6  6  

延参加者数 （人）  95  100  105  

実績 
開催回数 (回)  0 0 0 

延参加者数 （人）  0 0 0 

口腔機能の向上     

見込  
実施回数（回）  2  2  2  

利用者数 (人)  40  45  50  
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実績 
実施回数（回）  0 0 0 

利用者数 (人)  0 0 0 

リハビリ活動支援事業     

見込 
実施回数（回）  3  4  5  

参加者数 (人)  3  4  5  

実績 
実施回数（回）  3 3 3 

参加者数 (人)  6 9 9 

② 生活支援 

【数値目標】  令和３年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

敬老祝金事業     

見込 

対象者数 100 歳 (人)  1 1 3 

対象者数 88 歳 (人)  17 16 19 

対象者数 77 歳 (人)  27  17 12 

実績 

対象者数 100 歳 (人)  0 0 2 

対象者数 88 歳 (人)  17 10 14 

対象者数 77 歳 (人)  27  17 11 

外出支援サービス事業     

見込 利用回数 (回)  180  190  200  

実績 利用回数 (回)  80 93 100 

訪問理美容事業     

見込 利用回数 (回)  15  15  15  

実績 利用回数 (回)  5  4  3  

配食サービス事業     

見込 提供食数（食） 1,650 1,746 1,842 

実績 提供食数（食） 2,143 2,089 1,910 

緊急連絡通信システム 

（ふれあいペンダント）事業 
   

見込  登録者数 (人) 12  12  12  

実績 登録者数 (人) 10 10 9 

紙おむつ支給事業     

見込 利用者数 (人) 25  27  30  

実績 利用者数 (人) 16 18 18 
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買い物ツアー事業     

見込 実施回数 (回) 12 12 12 

実績 実施回数 (回) 6（39 人） 11（58 人） 12（84 人） 

にっこりコール事業     

見込 登録者数 (人) 55 55 60 

実績 登録者数 (人) 51 48 42 

暮らしのささえあい・どうし事業    

見込 実施回数 (回) 80 100 120 

実績 実施回数 (回) 44 36 75 

歌の会（音楽療法事業）    

見込 実施回数 (回) 120 120 120 

実績 実施回数 (回) 0 50 60 

介護慰労金の支給事業    

見込 支給対象者数（人） 5 6 7 

実績 支給対象者数（人） 4 10 8 

 

③ 生きがいづくり支援 

【数値目標】  令和３年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

ふれあいサロン（楽っと地区サロ

ン・楽っとどうし） 
   

見込 
実施回数 (回)  7  7  7  

延参加者数（人）  230  240  250  

実績 
実施回数 (回)  0 6 6 

延参加者数（人）  0 85 97 
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■ 基本目標 2 地域共生社会の実現に向けた体制の構築  

 

【成果指標の達成状況】 

指標目標 
令和元年度 

（実績値） 
令和 4 年度 

（目標値） 
令和 5 年度 

（実績値） 

「幸せ」と感じる人の割合  

幸福度７点以上の割合 

※介護予防・日常生活圏域ニーズ調査から 

58.4％ 
  

60.0％ 

 以上 

62.0％ 

 

 

令和 5 年に実施した介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、326 名中 202 名が、幸福度を 7 点

以上としたため、成果指標値は 62.0％となり、目標を達成しました。 

 

【事業実施の概況】 

 

高齢者がいつまでも住み慣れた地域で生き生きと暮らせるよう、日常生活の場であらゆる支

援・サービスを切れ目なく受けられる体制が必要です。本村では、医科歯科診療所を中心に村内の

社会資源を最大限に活用し「医療・介護・介護予防・住まい・生活支援」が一体的に提供される地域

包括ケアシステムの充実および看取りへの対応を含めた地域共生社会の実現に向けた体制づくり

をさらに推進していきます。 

事業のうち、実績値が見込値を下回ったのは「地域個別ケア会議開催」、「認知症サポーター講座

開催」、「認知症キャラバンメイト数」などとなっており、新型コロナウィルス感染予防のために事業

自体を自粛した背景があります。 

  

【各事業の見込値に対する実績値】  
 

① 地域包括ケアシステムの強化・充実 

【数値目標】  令和３年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

地域ケア個別会議開催    

見込 開催回数 (回)  12 12 12 

実績 開催回数 (回)  2  2  2  

地域ケア推進会議開催     

見込 開催回数 (回)  12 12 12 

実績 開催回数 (回)  11  12  12  
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介護保険、保健福祉に関する相談    

見込  相談件数 (件) 350 360 370 

実績 相談件数(件) 321 337 350 

権利擁護（成年後見制度等）相談    

見込 相談件数 (件) 10  10  10  

実績 相談件数(件) 0 1 1 

高齢者虐待相談    

見込 相談件数 (件) 5 5  5 

実績 相談件数(件) 0 0 0 

成年後見制度についての周知（広

報等）  
   

見込 回数 (回) 2 2 2 

実績 回数 (回) 1 1 1 

 

② 在宅医療・介護連携の推進 

【数値目標】  令和３年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

在宅医療・介護連携実現に向けた

検討会開催 
   

見込 開催回数 (回)  1 1 1 

実績 開催回数 (回)  1  1  1  

情報共有、相談、研修会開催    

見込 開催回数 (回)  1 1 1 

実績 開催回数 (回)  1  1  1  

地域住民への普及のための広報掲

載 
   

見込  掲載回数 (回) 1 1 1 

実績 掲載回数 (回) 1  1  1  

 

③ 認知症高齢者に対する支援の充実 

【数値目標】  令和３年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

サポーター講座開催    

見込 開催回数 (回)  2 2 3 

実績 開催回数 (回)  1  1  1  
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認知症キャラバンメイトとサポータ

ー 
   

見込 

認知症キャラバンメイト数 

(人)  
1 1 2 

認知症サポーター数(人)  15 15 20 

合計（人）  16  16 22 

実績 

認知症キャラバンメイト数 

(人)  
0 0 0 

認知症サポーター数(人)  18 2 18 

合計（人）  18  2 18 

 

■ 基本目標 3 介護保険サービスの充実と介護保険制度の適切な運用  

 

【成果指標の達成状況】 

指標目標 
令和元年度 

（実績値） 
令和 4 年度 

（目標値） 
令和 5 年度 

（実績値） 

介護保険サービスに満足している人の割合 

要介護認定者（又は介護者）が、利用している介護保険サービ

スの満足度 

 ※在宅介護実態調査から  

－ 

（データなし） 
20.0％ 77.1％ 

 

令和 5 年に実施した在宅介護実態調査では、35 名中 27 名が「満足している」と回答したため、成

果指標値は 77.1％となり、目標を達成しました。 

 

【事業実施の概況】 

 

高齢者が介護を要する状態になっても、できるかぎり住み慣れた地域や家庭で自立した生活が

継続できるよう、重度の要介護者・単身高齢者・認知症高齢者の増加を踏まえ、令和２年 6 月に村

内唯一の通所介護サービスを地域密着型サービスに切り替えることで提供基盤の充実を図りまし

た。引き続き、訪問介護サービス等の介護保険サービスの提供基盤の充実を図り、介護保険制度の

適切な運用を進めていきます。 

事業のうち、実績値が見込値を下回ったのは「各介護職の研修助成」、「職員現任研修参加」「調

査員研修参加」などとなっており、いずれも人的リソースの不足によるものとなっています。実績

値が見込値を上回ったのは、新規認定調査件数などとなっており、増加する新規申請に対応して

います。 
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【各事業の見込値に対する実績値】  
 

① 介護サービスの適正な量の提供及び質の向上 

【数値目標】  令和３年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

介護職員初任者研修実務者研修助

成 
   

見込 助成者数 (人)  1 2 1 

実績 助成者数 (人) 0  0  0  

介護福祉士助成    

見込 助成者数 (人)   1 1 1 

実績 助成者数 (人) 0  0  0  

介護支援専門員助成    

見込  助成者数 (人) 0 1 1 

実績 助成者数 (人) 0  0  0  

 

② 介護保険事業の充実 

【量の見込】  令和３年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

養護老人ホーム入所者数    

見込 入所者数 (人)  0 0 0 

実績 入所者数 (人)   0 0 0 

軽費老人ホーム入所者数    

見込 入所者数 (人)  0 0 0 

実績 入所者数 (人)   0 0 0 

 

③ 介護保険制度の適切な運営（適正化事業の推進） 

【数値目標】  令和３年度  令和 4 年度  令和 5 年度  

課員の認定調査員新規研修受講    

見込 
新規研修受講率(％)  100 100 100 

認定調査実人員(人)  4 5 5 

実績 
新規研修受講率(％)  100 89 60 

認定調査実人員(人)  9 8 6 
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認定調査の直営実施    

見込 

実施率(％)  100 100 100 

新規認定調査件数（件） 15 13 14 

変更認定調査件数（件） 5 4 3 

更新認定調査件数（件） 79 83 85 

実績 

実施率(％)  100 100 100 

新規認定調査件数（件） 25 23 25 

変更認定調査件数（件） 14 11 15 

更新認定調査件数（件） 41 67 70 

国が実施する適正化研修等への参

加 
   

見込 参加回数(回)  0 1 0 

実績 参加回数(回)  1 1 1 

県が実施する現任研修等への参加    

見込 
参加率(％)  100 100 100 

受講人数(人)  1 2 2 

実績 
参加率(％)  0 37 0 

受講人数(人)  0 3 0 

認定調査員を対象とした研修会の

実施 
   

見込 実施回数(回)  1 1 1 

実績 実施回数(回)  0 0 0 

平準化チェックシートの活用と事後

点検の実施 
   

見込 実施割合(％)  100 100 100 

実績 実施割合(％)  100 100 100 

適切な認定のための新規申請相談

割合 
   

見込 相談割合(％)  100 100 100 

実績 相談割合(％)  100 100 100 
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１ 第 1 号被保険者数等の推計 

本村の総人口は、令和 7 年には 1,481 人になることが見込まれ、令和 12 年には 1,357 人、令和

17 年には 1,231 人と推計されます。第１号被保険者数（65 歳以上）は令和 7 年度頃まで増加した後、

減少に転ずること、第２号被保険者数（40 歳～64 歳）は一貫して減少することが推計されています。  

■高齢者人口等の推計  

（単位：人）  

   令和 2 年  令和 7 年  令和 12 年  令和 17 年  令和 22 年  

総人口  1,607  1,481  1,357  1,231  1,112  

  40 歳～ 64 歳  554  480  419  366  316  
  

高齢者人口  614    633    626    597  563  

  65 歳～74 歳  318    306    268    226    199  

75 歳以上 296    327    358    371  364  

高齢化率  38.2％  42.7％  46.1％  48.5％  50.6％  

資料：地域包括ケア「見える化」システム （上記表中は、住所地特例を含んだ推計値）  

 

 

2 要支援･要介護認定者の推計 

本計画期間中の要支援・要介護認定者数及び認定率は、おおむね横ばいと推計されます。  

■第１号被保険者と要介護認定者数の推計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム  
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■要支援・要介護度別認定者の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （単位：人）  

   令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 12 年度  令和 22 年度  

第 1 号被保険者数  631  633  632  626  563  

要支援１  5  5  5  5  7  

要支援２  1  2  2  2  2  

要介護１  26  27  28  30  30  

要介護２  24  24  24  26  28  

要介護３  28  28  28  27  30  

要介護４  11  11  11  11  10  

要介護５  7  7  7  7  7  

認定者数  100  102  103  106  112  

認定率  15.8％  16.1％  16.3％  16.9％  19.9％  

資料：地域包括ケア「見える化」システム  
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１ 基本理念 

お互いに寄り添い、信頼し合い、支え合う  

～地域みんなでともに育む ぬくもりのある安心な村～  
  

第 8 期計画では、「地域包括ケアシステム」の深化・発展を目指す国の考えや、道志村総合計画の基

本理念『人と自然が輝く水源の郷～住んでみたい村 住んでよかった村』及び道志村地域福祉計画と

の整合性を図り、「自助、共助、公助によるむらづくり」の姿勢で取り組むことを基本に『お互いに寄り

添い、信頼し合い、支え合う～地域みんなでともに育む ぬくもりのある安心な村～』を目指してきま

した。  

本村の高齢者を取り巻く社会情勢は目まぐるしく変化する中、皆で寄り添い、信頼感をもって支え

合う姿勢は、この村のぬくもりある生活を持続させることに不可欠と考えられることから、第 9 期の

基本理念は第８期計画の基本理念を踏襲することとします。  

 

  

【自助】  

一人ひとりができる

こと  

・ いつまでも活き活きと活力ある高齢期を過ごすことができるよう、自ら元

気であり続け積極的に活動する。  

・ 地域行事や趣味、生きがい活動等に参加する。  

・ 自分にできることは社会や地域に貢献する。  

【共助・互助】地域や

組織ができること  

・ 地域で見守り、声かけを互いに行い支えあう。  

・ 地域交流の機会を設ける。  

・ 地域関係団体や地域が連携して、積極的に社会参加できるようにする。  

【公助】  

行政が行うこと  

・ 保健・生活支援サービス等の充実、質の向上  

・ 生きがいづくりに向けた支援  

・ 高齢者に住みよいまちづくりのための整備、充実  

・ 高齢者の安全・安心の確保  

・ 介護予防の推進  

・ 介護サービスの充実と確保  
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■自助、共助・互助、公助によるまちづくりイメージ  

  

村民のみなさんと協働し、子どもから高齢者までの全ての人が支え合い、助け合えるまちづくり  

  

 

   

  

2 基本目標 

本計画の理念である「寄り添い、信頼し合い、支え合う ～地域みんなでともに育む ぬくもりのある

安心な村～」の実現に向けて、以下の３つの基本目標を定め、関係機関、事業者、村民、行政の協働に

より、施策の展開を図ります。  

また、各基本目標にそれぞれ成果指標を定め、本計画の最終年度には評価を行います。  

 

基本目標 1 健康に生き生きと安心して暮らせる支援の充実 

基本目標 2 地域共生社会の実現に向けた体制の構築 

基本目標 3 介護保険サービスの充実と介護保険制度の適切な運営 

 

 

 

（1）基本目標 1 健康に生き生きと安心して暮らせる支援の充実 

高齢者が健康長寿でいられるよう、健康づくりを推進し、要介護状態になることを防ぎます。

例えば、健康づくりポイントラリー事業では、健康教室や社会教育など村の事業に参加した方や

ウォーキングを実施した方にポイントを付与することで健康づくりや介護予防への関心を高めま

す。 

  
  

  
  

  
  

  

自助   

共助   

互助   
公助   

健康診査、健康づくり・生きがいづくり、 
介護予防、就労・社会参加・ボランティア   

楽っと（ふれあいサロン）、お

茶のみ会、自治会活動、民生

委員の見守り、認知症サポ

ーター   

保健・生活支援サービス、各種教室

の支援、介護保険サービス、介護予

防の支援、権利擁護、成年後見 
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また、趣味を持ったり、生きがいがある場合に幸福度が高くなる傾向が見受けられるため、多

様な社会参加・交流機会の確保をはじめとした趣味づくり・生きがいづくりの支援を行います。  

さらに、高齢者の個の尊厳を守り、たとえ要介護状態となっても、可能な限り地域で安心して

暮らし続けられるよう、生活支援サービスの体制を構築するとともに、全ての高齢者にとってや

さしいまちづくり、住環境の向上を図り、安心・安全で暮らしやすい環境づくりに努めます。  

これらを通じて、高齢者が健康で趣味や生きがいを持ちながら、家族や親しい人に囲まれて住

み続けられる状態を目指します。 

【成果指標】  

指標目標  
現状値  目標値  

令和 5 年度  令和 7 年度  

「趣味がある」と回答した人の割合  
※介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（次回は令和 7 年度に実施

と想定）から  

76.1％  80.0％  

 

 

（2）基本目標 2 地域共生社会の実現に向けた体制の構築 

地域包括ケアの中核としての地域包括支援センターの機能強化を図り、医療、介護、介護予防、

福祉、生活支援サービスが切れ目なく提供される地域包括ケアシステムの構築を充実させてい

きます。  

また、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯、日中ひとりで家にいる高齢者の増加の一方

で、担い手不足の深刻化が懸念されるなか、年齢や性別、支援する側、される側にとらわれずに

支え合う地域共生社会の実現に取り組むとともに、認知症高齢者の支援や高齢者虐待防止対策

の強化を推進していくため、村民の福祉意識の高揚や地域における福祉活動の支援・連携など

を進めます。  

【成果指標】  

指標目標  
現状値  目標値  

令和 4 年度末  令和 7 年度末 

居宅生活を継続している要介護認定者の割合 

生活支援サービス等を利用し、居宅生活を継続している要介護認

定者の割合※既存システムから（年度末集計）  

65.1％  70.0％  
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（3）基本目標 3 介護保険サービスの充実と介護保険制度の適切な運営 

高齢者が介護を要する状態になっても、できるかぎり住み慣れた地域や家庭で自立した生活

が継続できるよう、重度の要介護者、単身や夫婦のみの高齢者世帯、認知症高齢者の増加等を

踏まえ、サービス等の供給体制を整えるとともに、サービスの充実に努めます。  

また、介護保険制度を持続可能な制度とするため、介護給付費適正化の取り組みを進め、制度

全般にわたる信頼性・持続性の向上を目指します。  

さらに、必要なときに安心して介護保険等のサービスを利用できるよう、サービス事業者等と

連携し、サービスの質の確保と安定的なサービス提供に取り組みます。  

【成果指標】  

指標目標  

現状値  目標値  

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

訪問介護利用状況 

回数（回） 57.9 33.5 82.8 74.6 94.6 98.6 

人数（人） 5 5 6 8 10 10 

訪問看護利用状況 

回数（回） 7.1 1.4 9.6 12.0 12.0 16.0 

人数（人） 2 1 3 3 3 4 

地域密着型通所介護 

利用状況 

回数（回） 268.4 281.0 299.3 290.5 299.5 302.0 

人数（人） 30 30 33 35 36 36 

※各利用状況の数値は「見える化システム」から。 

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数（小数点以下切り捨て）。  
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３ 日常生活圏域の設定  

日常生活圏域とは、高齢者が住み慣れた地域において安心して日常生活を営むことができるよう、

必要なサービスが継続的かつ包括的に提供できるエリアです。  

本村においては地理的条件、人口、交通事情、その他の社会的条件、施設の整備の状況等を総合 

的に勘案して第 8 期に引き続き１圏域とします。  

  

  

 

  

  

 
 

  
 
 

  
 
 

 
 

  

日常生活 圏域   
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１ 基本目標 1 健康に生き生きと安心して暮らせる支援の充実 

高齢者が住み慣れた地域で、家族や親しい人に囲まれ、健康で長生きできるよう支援していきま

す。  

そのため、道志村健康増進計画、食育推進計画等と調和を図りながら、村民の健康づくりと疾病

予防に努めていきます。また、生き生きと日々の生活を送れるよう、生活支援体制を構築するとと

もに、多様な社会参加・交流機会の確保をはじめとした生きがいづくりの支援を行います。  

さらに、高齢者にとっても利用しやすい公共施設・道路環境の整備や公共交通機関の充実など住

みよい環境支援を進めるとともに、ひとり暮らし高齢者宅への戸別訪問や災害時の支援体制の確立

など高齢者の安全対策支援も進めていきます。  

  

＜施策の展開＞  

１：健康づくり支援・介護予防支援  

２：生活支援  

３：生きがいづくり支援  

４：高齢者に住みよい環境支援  

５：高齢者の安全対策支援  
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＜施策の展開１＞ 健康づくり支援・介護予防支援  

① 道志村健康増進計画、データヘルス計画、食育推進計画の推進  

高齢期を健やかに活き活きと暮らすためには、介護予防とあわせて、日頃から健康づくりと疾

病予防に努めていく必要があります。道志村健康増進計画では、生活習慣の改善や生活習慣病の

予防等に、データヘルス計画では、「道志村民の健康に対する意識が高まり、生涯にわたって生き

生きと健やかに暮らす」ことを最終目的に、達成目標「生活習慣の見直し」「疾病の早期発見・重症

化予防と医療費の適正化」「特定健康診査受診率の向上と特定健康保険指導の実施」に取り組

み、食育推進計画では、食をめぐる環境の変化の中で、村民一人ひとりの食に関する考え方を育

て、健全な食生活を実現するとともに、むらとひとが心身ともに健康になるための食育をさらに

推進しています。これらの計画の進捗状況を確認しながら、高齢者の健康づくりに取り組みます。  

② 高齢者インフルエンザ予防接種の実施  

季節性インフルエンザは罹患性が高く、高齢者や慢性疾患患者は肺炎を併発し、重症化しやす

くなります。本村は平成 29 年度から村民全員に 2,500 円の助成を行っています。  

③ 後期高齢者の保健事業と介護予防の一体的取組  

保険者である山梨県後期高齢者医療広域連合からの委託に基づき、75 歳以上の後期高齢者

への保健事業と介護予防の一体的な実施体制を構築し、ハイリスクアプローチとして生活機能低

下予防・生活習慣病等の重症化予防、ポピュレーションアプローチとして生活機能低下の予防を

図り、後期高齢者の自立した生活を実現し、健康寿命の延伸を推進していきます。  

④ 後期高齢者健康診査の実施  

後期高齢者の健康の保持増進等のため、保険者である山梨県後期高齢者医療広域連合の委託

を受けて、健康診査を実施します。75 歳以上の村民及び一定の障害のある 65 歳から 74 歳ま

での村民を対象に、基本健診・高齢者質問表を実施し、生活習慣病の早期発見、早期治療につな

げます。  

⑤ 介護予防把握事業  

生活機能の低下を早期に発見するため、65 歳以上の高齢者で、要支援・要介護認定を受けて

いない方を対象に、地域包括支援センターが基本チェックリストを実施することで介護予防・生活

支援サービス事業の対象者を把握し、介護予防事業へ繋げます。  

また、第 9 期介護保険事業計画策定時に実施した日常生活圏域ニーズ調査の結果から、生活

機能の低下が疑われる高齢者においても、継続的に基本チェックリストの実施を行い、事業対象

者の把握に努めていきます。  
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⑥ 介護予防普及啓発事業  

地域の 65 歳以上の高齢者すべての方を対象とし、自主的な介護予防活動に取り組むことが

できるよう、正しい介護予防の普及・啓発を行い、地域の自主活動の育成・支援を実施します。ま

た、寝たきりや転倒、骨折、閉じこもり予防等、介護予防の推進のため、基本的な知識を広く啓発

し、介護予防に関するパンフレットの作成、配布を行います。このほか、運動器の機能向上教室や

ウォーキング推進事業、創作教室等の実施、集団を対象とした講演会等を開催します。  

■ 運動器の機能向上教室  

高齢者ができるかぎり要介護状態になることなく、健康で生き生きとした生活を送れるよう、

転倒予防教室や高齢者筋力向上トレーニング、認知症予防等に関して、脳神経を刺激するメニュ

ーも取り入れた教室を開催し、高齢者の運動器の機能向上を図ります。  

■ ウォーキング推進事業  

ウォーキングは生活習慣病の予防、うつ的な気分の解消、スタミナがついて疲れなくなる、眠り

の質がよくなる、足腰が鍛えられ転びにくくなる、アルツハイマー病や脳血管疾患による認知症に

なる人が少なく、発症を遅らせるといった効果があります。  

一方、ニーズ調査では、ウォーキングを趣味にする方が多い点、歩けるけれど歩いていないと

いう回答が多い点などが明らかになっています。 

そこで、本事業を実施し、生活習慣病、うつ、不眠、筋力低下、認知症などの予防を推進します。 

行政主体の事業終了後は、参加者が自主的活動に取り組めるよう、支援しています。 

■ 介護予防教室  

高齢者同士の交流を深め、楽しみづくりや閉じこもりの予防等、明るく楽しく過ごすことができ

るようにレクリエーションや介護予防運動を実施します。社会福祉協議会主催のふれあいサロン

「楽っと」の場を利用して、歌やレクリエーション、セラバンドを使った転倒予防・筋力向上運動をし

ます。教室は随時開催し、ボランティアの方が送迎や教室運営の補助員として活動します。  

■ 口腔機能の向上  

ニーズ調査では、「おいしい物を食べているとき」に生きがいを感じるという回答が多くなって

います。生涯にわたり、歯の健康を守ることによって健全な噛む能力を維持し、健康で楽しい食生

活を送ることができるよう、口腔機能の向上や口腔ケアについての知識の普及・意識向上等を図

ります。「お茶のみ会」の場などを活用し、口腔機能の健康教育を実施し、フレイル予防を推進しま

す。 

■ 講演会の開催  

高齢者の健康や介護予防に関すること、認知症などについての知識を普及啓発するために随

時、必要に応じた講演会を開催します。  

■ リハビリ活動支援事業  

通所介護（デイサービス）利用者を対象に、リハビリ専門職（PT・OT 等）による、日常生活動作

（ADL）保持を目的とした機能訓練を行います。  
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⑦ 地域介護予防活動支援事業  

介護予防に関するボランティア等の人材育成のための研修や介護予防に資する地域活動組織

の育成及び支援のための事業を行います。   

ウォーキングや創作教室等を利用していた方やボランティアの方が、継続して自主的に開催、ま

たは村との連携のもとに運営できるよう支援していきます。  

■ 作品づくり教室  

創作活動等の高齢者の楽しみづくりや定期的な外出を支援し、閉じこもりの予防、村民同士の

ふれあいの場づくりや住民扶助意識の向上といった身体的・精神的機能の低下を予防し、明るく

楽しく過ごすことができるように参加者の自主的な運営を支援します。  

⑧ 一般介護予防事業評価事業  

村内の 65 歳以上の高齢者を対象とした介護予防に関する各事業についての評価を行う事業

です。原則として、年度ごとに事業評価項目により事業評価を実施します。  

⑨ 道志村温泉施設利用料金助成金交付事業 

村内の 65 歳以上の高齢者を対象に、憩いの場を提供し、温泉の利用を促すことで外出や交流

の機会を創り出し、健康の保持増進、介護予防を推進します。 

  

【数値目標】  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 22 年度 

運動器の機能向上教室      

  

  
実施回数 (回)  32  32  32  32 

延参加者数（人）  384  390  400  576 

ウォーキング推進事業      

  

  
実施回数 (回)  10  10  10  10 

延参加者数（人）  100  105  110  150 

介護予防教室      

  

  
開催回数 (回)  1  1  1  3 

延参加者数 （人）  10  15  20  30 

口腔機能の向上      

  

  
実施回数（回）  2  2  2  3 

利用者数 (人)  22  25  28  30 

リハビリ活動支援事業      

  

  
実施回数（回）  3  3  3  3 

参加者数 (人)  10  10  10  12 
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  ＜施策の展開２＞ 生活支援  

① 敬老祝金事業  

敬老祝い金事業は長寿を祝福するとともに家庭の平和と村民の敬老思想の高揚を促し、あわ

せて老人福祉の増進を図ることを目的に、100 歳、88 歳、77 歳の高齢者に対して祝い金を支

給します。なお、住所地特例対象施設に入所する者が、100 歳に到達した場合は、当該施設のあ

る市町村の敬老祝い金制度で支給される金額と合わせて支給します。  

② 外出支援サービス事業  

外出が困難な要介護高齢者等に対して、村内医科・歯科診療所の利用の際に、居宅と医療機関

を結ぶ外出支援サービスです。ボランティアの方が中心となって、医科・歯科診療所への送迎を実

施します。  

ひとり暮らし、高齢者世帯の方や日中独居となる高齢者、障害を持つ方等、外出が困難でサー

ビスを希望する方に対して、ボランティアの方々からの協力を頂きながらサービスの実施・充実に

努め、公共交通機関の利用補助制度を検討していきます。  

③ 訪問理美容事業  

要介護認定において要介護３以上に相当する方、虚弱高齢者、重度の障害者等で理美容店に行

くことが困難な方に対して、自宅に理美容師が出張し、毛髪のカット等を行うサービスです。支給

の限度額を１回あたり 3,000 円とし、年間 10 回を限度に助成します。 

 今後も村内の理美容事業者との調整を図りながら、サービス提供体制の確保に努めます。ま

た、サービスを必要としている方に対する周知に力を入れていきます。  

④ 配食サービス事業  

高齢者の地域における自立した生活を支援するため、栄養改善の必要な方や疾病等のために

自身で調理が困難な方に対する配食サービスや安否確認などを行うサービスです。個人ボランテ

ィアが、週２回、ひとり暮らし高齢者や、虚弱高齢者世帯等へお弁当の配食サービスを行い、栄養

改善を図るとともに、配食の際に高齢者の安否や健康状態を確認します。  

⑤ 緊急連絡通信システム（ふれあいペンダント）事業  

65 歳以上のひとり暮らしの高齢者等を対象に、電話に送信機を設置し、ペンダント型通信機

を使用して 24 時間体制で安否を見守るシステムです。月に１度の安否確認のほか、誕生日には

誕生カードが届くサービスを提供しています。停電時の利用が可能であることや、24 時間体制

で消防署と電話回線で結ばれていることから、迅速な救護対応ができること等を活かし、高齢者

の安心と安全確保に向け、継続的に実施していきます。  
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⑥ 紙おむつ支給事業  

寝たきりや重度障害等で常時紙おむつが必要な要介護３以上に相当する方などに対して、紙お

むつや尿とりパッドを支給します。本人及び家族の経済的、精神的負担の軽減、在宅生活の継続

及び質の向上を図ることを目的としたサービスで、２ヵ月に１回の頻度で地域の民生委員が声か

けを行いながら支給しています。  

今後もサービス内容の周知に努め、必要な家族がサービスを利用しやすい体制を確保します。  

⑦ 買い物ツアー事業  

交通弱者に対する支援事業として、村職員のほか、社会福祉協議会やボランティアの協力の

下、「買い物ツアー」を実施しています。  

自分の身の回りの事ができるひとり暮らし高齢者や高齢者世帯で移動手段がなく、生活用品の

購入が困難な方に対して、毎月１回、近隣市町村のショッピングセンターへ買い物に出かけていま

す。今後、高齢化の進展、ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯の増加により、更なる移動手段の確保

と買い物支援の充実が必要であると予想されます。定期的なサービスを提供することで、高齢者

の心身や経済的な負担が軽減され、社会参加の一つとして楽しみができ、精神活動の活性化に繋

がることから、さらなる事業の充実を図っていきます。  

⑧ にっこりコール事業  

村が設置した告知用端末機を利用した電話相談、訪問等による各種サービスを提供すること

で、高齢者の安否確認、服薬確認、生活状況及び健康状態の把握を行うとともに、見守り支援、閉

じこもりの改善、その他高齢者支援サービスの提供に向けた関係機関との調整を図ることを目的

としたサービスです。高齢者とオペレーターが互いに顔を見ながら会話ができ、必要に応じて地

域包括支援センターの保健師、社会福祉協議会や民生委員等の関係機関に繋ぎ、安心して在宅で

過ごせるように支援しています。新規に申し込みのあった方には、オペレーターが高齢者の自宅

を訪問して、サービスの趣旨を説明しながら、告知用端末機の操作方法などを指導しています。  

全国的に孤独死や自殺が増加しているなか、本村においても高齢化が進展し、ひとり暮らし高

齢者や高齢者世帯が増加しており、日常生活圏域ニーズ調査からも、閉じこもりやうつ傾向の方

も多くなっています。定期的な声かけや見守りを行い、高齢者が行政や関係機関・関係団体に対

し、相談しやすい体制をさらに強化していきます。  

⑨ 暮らしのささえあい・どうし事業  

日常生活で困った時に地域でお互いに支え合い、誰もが自立したより豊かな生活が送れるよ

う、住民の支え合いの精神に基づいた主体的な参加と協力によりサービスを展開し、「安心して暮

らせる道志村」の実現を目指します。 

  養成講習を受講した協力会員が利用会員の依頼をもとに食事準備、衣類の洗濯や補修、日常

的な居住の清掃や整理整頓、生活必需品の買い物代行、大掃除や粗大ごみの片付け、庭の草刈り

や剪定、雪かきなどの生活支援を行います。  
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超高齢社会に向けて、元気な高齢者をはじめ、住民が担い手として参加し高齢者を支える住民

参加型有償ボランティアの仕組みとして位置付け、社会福祉協議会に事業委託し、村としては定

期的な情報共有と連携強化を図ります。また、サービスを必要としている方に対する周知に取り

組みます。   

⑩ 歌の会（音楽療法事業）  

村内に住所を有する方を対象に、音楽を聴く、歌をうたう、演奏することによって音楽の持つ生

理的、心理的、社会的働きを用い、心身の障害の回復、機能の維持改善、生活の質の向上を目的

として、歌の会をデイサービス道志茶屋で実施します。今後、介護予防を兼ねた一般住民の方の

参加も促していきます。 

⑪ 介護慰労金の支給事業  

寝たきり又は重度の認知症の症状のある要介護高齢者を介護している家族の労をねぎらうと

ともに、経済的な負担等の軽減を図るために、月額２万円の慰労金を支給します。  

 

【数値目標】  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 22 年度  

敬老祝金事業      

  

  

  

対象者数 100 歳 (人)  1  1  4  8  

同     88 歳 (人)  15  11  13  20  

同     77 歳 (人)  32  34  35  30  

外出支援サービス事業 延利用回数（回）  102  108  114  180  

訪問理美容事業 延利用回数（回）  15  16  16  22  

配食サービス事業 延提供食数（食）  1,700  1,700  1,700  1,750  

緊急連絡通信システム（ふれあいペンダント）

事業 延利用者数（人）  
96  96  96  100  

紙おむつ支給事業 利用者数（人）  11  12  13  18  

買い物ツアー事業 実施回数（回）  12（84 人）  12（84 人）  12（84 人）  12（96 人）  

にっこりコール事業 延実施回数（回）  1,350  1,360  1,370  1,420  

暮らしのささえあい・どうし事業 延実施回数

（回）  
70  75  80  130  

歌の会（音楽療法事業） 延実施回数（回）  60  60  60  70  

介護慰労金の支給事業 支給対象者数（人）  7  7  7  10  
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 ＜施策の展開３＞ 生きがいづくり支援  

① ボランティア活動や就業機会の確保・相談の充実  

健康で就業意欲のある高齢者に対する職業相談等を充実し、高齢者の知識や技能を生かせる

ように、住民参加型有償ボランティア「暮らしのささえあい・どうし」を中心とした活動の機会やそ

の他の就業機会の確保に努めます。  

また、一人ひとりが日常的にボランティア活動を行い、相互に支え合う地域社会をつくるため、

ボランティアの育成を支援し、意欲のある高齢者がボランティア活動に参加する機会を拡大充実

することができるよう関係機関との連携を図っていきます。  

一方、ボランティア組織体制の充実として、平成 28 年度からボランティア活動を推進するため

の中心となる組織や仕組みづくりに取組み、４部会のそれぞれの代表者で構成される「道志村ボ

ランティア連絡協議会」を平成 30 年１月に設立しました。住みよい村づくりと地域福祉の向上の

ために、連携を強化し、情報交換や活動推進を図っていきます。  

② 余暇・生きがい活動の充実  

長寿社会にふさわしい生きがい、趣味、健康づくり、地域づくりなどについての学習機会を充

実し、高齢者の参加者拡大を図ります。豊かな知識、技術、生活の知恵を持った高齢者を指導者

として活用し、民俗芸能など、地域文化を次世代へと伝承・継承するための活動についても推進

します。また、高齢者が気軽に参加できるスポーツ・レクリエーション活動を充実し、生涯学習機会

の提供と高齢者の健康づくり、世代間交流を促進します。  

③ 老人クラブ活動の促進  

本村の老人クラブは「青春クラブ」の名称で活動を行っていましたが、ライフスタイルの多様化

などによる加入率の低下や会員の高齢化に伴う活動の低迷に加え、後継者不足が大きな課題と

なり、令和２年３月末を以て休止となりました。全国的にみても「老人クラブ」の加入率低下が課

題となる中、「老人クラブ（青春クラブ）」としての活動に限らずこれまでの経験を生かした高齢者

の地域活動を生きがいにつなげ発揮できるよう、地域の子どもとのふれあい、地域文化の継承も

含めた活動支援を検討します。  

④ 介護サービスと世代間交流の促進  

平成 25 年度より、村の通所介護を利用する要支援・要介護高齢者を対象に保育所園児や学

童保育所児童を中心とした世代間交流を実施してきました。夏祭りやクリスマス会、運動会や歌

の会の実施など世代を超えたふれあいの場となっています。なお、生きがいづくりは、仕事の有

無も関係してくるケースが多いことから、高齢者の就労についての支援も行っていきます。  

⑤ 高齢者の社会参加の促進（ふれあいサロン事業）(楽っと地区サロン・楽っとどうし）  

地域に暮らす高齢者が気軽に出かけて参加することができ、地域の「仲間づくり」、「出会いの

場づくり」、「健康づくり」を行う活動です。仲間と一緒に話をしたり、食事をするなど、集まること

で輪を広げ、楽しい時間を過ごしてもらうことを目的にふれあいサロンを実施します。  
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⑥ 高齢期の暮らし方を支援（お茶のみ会、暮らしのささえあい・どうし）  

告知用端末機を利用して、村民同士がコミュニケーションを図ることができるような端末機の

操作方法の指導などの支援をしていきます。  

外出の機会が少なく、閉じこもりがちな高齢者が、身近な公民館等に気軽に集まり交流できる

「お茶のみ会」への参加勧奨など、高齢者の居場所づくりのための支援をしていきます。また、地

域の元気な高齢者が「お茶のみ会」の運営に参加することで、高齢者の社会参加や生きがいづく

りとなるよう支援します。  

「暮らしのささえあい・どうし」では、元気な高齢者が日常の困りごとをお手伝いする担い手と

して活動できる仕組みを作ることで、張り合いのある高齢者の暮らし方を支援していきます。  

  

【数値目標】  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 22 年度  

ふれあいサロン（楽っと地区サロン・楽っとどうし）     

  

  

実施回数（年／回）  7  7  7  7  

参加述べ人数（人）  200  210  220  250  
 

 

 

＜施策の展開４＞ 高齢者に住みよい環境支援  

① 人にやさしい公共施設、道路環境の整備  

段差の解消や手すりの設置など、高齢者や障害者に配慮した公共施設の改善を進めます。ま

た、道路の整備改良にあわせて、歩行スペースの確保や歩道と車道の分離化促進をするほか、段

差の解消や道路照明の設置などを進め、高齢者や障害者をはじめ誰もが安心して利用できるよ

う道路環境の整備を進めます。  

② 公共交通機関の充実  

公共の移動手段は、車を運転しない高齢者にとって日常生活の質を決定づけるものであり、村

民の「生活の足」と言えます。現行のバス運行の維持に努める一方、高齢者の利用状況やニーズを

把握し、バス路線の充実やダイヤの改善など、公共交通機関の充実に努めます。また、新たな取り

組みとして、高齢者外出支援事業（バス定期券の助成事業）により、高齢者の生活の利便性及び社

会参加の促進ならびに福祉の増進を図ります。さらに、介護を必要とする方や障害をもっている

方が主に利用できる個人タクシー「どうし福祉タクシー」など、今後も、民間公共輸送やボランティ

ア・ＮＰＯ団体等と調整を図りながら、村営バスやコミュニティバス、乗合タクシーなど新たな運送

サービスの導入についても検討します。  
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＜施策の展開５＞ 高齢者の安全対策支援  

① ひとり暮らし高齢者宅への戸別訪問  

11 月と３月に行われる火災予防週間中に消防署・駐在所・消防団・地域包括支援センター保健

師がひとり暮らし高齢者宅を訪問し、安否確認をはじめ、健康状態や生活状況の把握、福祉・保

健・医療・防災等に関する様々な相談や助言、各種事業勧奨などを行い、日常生活の安心の確保

を図っています。  

② 地域情報通信整備事業  

光ファイバーケーブル網等を活用して村民に防災情報をはじめ、福祉・医療などあらゆる情報

を伝えるため、引き続き、告知用端末機器やアプリケーションなどを活用し、分かりやすい情報発

信に努めます。 

③ 避難行動要支援者名簿システムの活用  

重度の障害者やひとり暮らし高齢者など、災害時において自ら避難することが困難な方で、特

に配慮を必要とする要配慮者の情報を一元的に取りまとめた、「避難行動要支援者名簿システム」

を継続活用し、平常時から名簿情報を関係者間で共有することで、災害時支援体制の確立と対応

の迅速化を図ります。  

④ 福祉避難所の設置と感染症等への対応  

災害時避難所生活で何らかの特別な配慮を要する方を受け入れるための二次避難所である福

祉避難所について、要配慮者のニーズを踏まえた避難生活の場を提供するよう努めます。なお、

要配慮者の避難状況に応じて、道志村保育所・道志村福祉センターを福祉避難所として確保し、

開設・運営にあたっては、社会福祉協議会や日赤奉仕団、ボランティア、介護サービス事業者、医

師会・歯科医師会等の協力体制を整備します。また、近隣市町村に所在する福祉施設等と災害協

定を締結し、高齢者の受け入れが可能な避難生活の場を確保します。  

一方、新型コロナウイルス等、新たな感染症に対し、高齢者の安全が守れるよう影響を正確に把

握し、高齢者や介護サービス事業所等が直面する課題について、社会福祉協議会、村診療所など

と情報を共有し、社会状況・高齢者の心身等の変化を踏まえ、新たな高齢者の健康支援の在り方

を検討します。  
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2 基本目標 2 地域共生社会の実現に向けた体制の構築 

高齢者の多くは、要介護状態となっても自分が住み慣れた地域での生活を続けたいと思っていま

す。高齢者が住み慣れた地域で生活を継続させていくためには、日常生活の場であらゆる支援・サー

ビスを切れ目なく受けられる体制が必要です。本村では、これまで地域包括支援センターを拠点とし

て、各分野が連携し、効率的に必要な支援・サービスを提供できる体制を整えてきました。  

団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年に向けて、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮ら

しを人生の最期まで続けることができるよう、全国的に地域包括ケアシステムを充実させ、共生社会

を実現することが求められています。今後も本村の社会資源を最大限に活用し、「医療・介護・介護予

防・住まい・生活支援」が一体的に提供される地域包括ケアシステムの充実および地域共生社会の実

現に向けた体制づくりを目指します。  

また、ひとり暮らし高齢者等が増加する一方、担い手不足の深刻化が懸念されていることから、年

齢・性別、支援する側・される側にとらわれずに支え合う地域共生社会の実現に取り組むとともに、認

知症高齢者の支援や高齢者虐待防止対策の強化を推進していきます。  

  

＜施策の展開＞  

１：地域包括ケアシステムの強化・充実  

２：見守り体制の充実  

３：在宅医療・介護連携の推進 

４：認知症高齢者に対する支援の充実  

5：高齢者虐待防止の推進  
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＜施策の展開１＞ 地域包括ケアシステムの強化・充実  

① 地域包括支援センターの機能の強化・充実  

令和 22 年に向けて高齢化率の上昇が見込まれる中、「医療」、「介護」、「予防」、「住まい」、「生

活支援」の５つのサービスを一体的に提供し、支援が必要な高齢者の住み慣れた地域における生

活を支援する「地域包括ケアシステム」を充実させ、高齢者の地域生活を支える支援を強化しま

す。具体的には以下の点を中心に取り組みます。  

■ 地域ケアセンターの充実  

地域包括ケアシステムの機能強化・充実に対する取組の中心となる地域ケアセンターの運営が

安定的・継続的に行われるよう、運営や活動に対する点検や評価を定期的に行います。  

■ 地域ケア会議・地域個別会議の充実 

民生委員や自治会等の支援者・団体や、専門的視点を有する多様な職種の人材を交え、「高齢

者個人に対する個別課題の解決」、「地域包括支援ネットワークの構築」、「地域課題の発見」、「地

域づくり、資源開発」、「政策の形成」の５つの機能を有する地域ケア会議により、高齢者個人に対

する支援とそれを支える社会基盤の整備の充実・強化に取り組みます。  

■ 医療の充実 

村唯一の医療機関である道志村診療所（医科・歯科）との連携を保ちながら、往診、看取り体制

の充実を図っていきます。  

 ② 地域包括ケアシステムを支える介護人材の確保及び業務効率化の取組の強化  

令和７年を見据えた高齢化への対応と、高齢者一人ひとりの状況に応じた適切な保健・医療・

福祉サービス提供には、サービスに直接携わる人材の確保が本村においては大きな課題です。継

続的なサービスの提供と利用者の多様なニーズに対応できるよう、保健・医療・福祉に関わる専

門人材はもちろん、ボランティア等、多様な人材の参入を促進し、資質の向上を図ります。  

また、介護人材の不足を補い、業務効率化が促進できるよう、ＩＣＴの導入等についても積極的

に検討していきます。  

③ 介護予防ケアマネジメント  

介護予防及び日常生活支援を目的として、心身の状況や生活環境などに応じて、必要なサービ

スを包括的かつ効果的に提供できるよう専門的視点から必要な支援を行うほか、重度化防止・自

立支援に向けたケアマネジメントの充実を図ります。  

適切なアセスメントの実施により、利用者の状況を踏まえた目標を設定し、利用者本人がそれ

を理解した上で、その達成のために必要なサービスを主体的に利用して、目標の達成に取り組ん

でいけるよう、具体的に介護予防・生活支援サービス事業等の利用について検討し、ケアプランを

作成していくこととなります。自立保持・機能改善のためのケアマネジメントの充実を図るととも

に、サービス終了後においても地域における介護予防事業に繋がる体制を構築します。  
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④ 総合相談支援  

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよ

う、地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の状況、家庭や生活

の実態を的確かつ幅広く把握し、相談内容に即した情報提供や関係機関の紹介を行います。  

また、継続的・専門的な相談支援を必要と判断した場合は、適切なサービスや制度に繋ぎ、問題

解決まで継続的な支援を行います。  

⑤ 高齢者の権利擁護  

高齢者の権利侵害を予防し、権利行使の支援を専門的に行います。成年後見制度の利用支援

や施設への措置入所、高齢者虐待防止法に基づく高齢者虐待の予防や対応に加え、近年増加して

いる消費者被害防止の普及啓発を図ります。  

⑥ 成年後見制度の利用促進  

成年後見制度が十分に活用されておらず、認知症や精神上の障害がある人たちの財産の管理

や日常生活等を社会全体で支え合うことができていないという課題認識に基づき、国から「成年

後見制度利用促進基本計画」の策定が努力義務として求められたことから、村では令和２年に「成

年後見制度利用促進計画」を策定し、中核機関を設置しました。計画に基づき、成年被後見人の財

産管理のみならず、意思決定支援・身上保護も重視した適切な支援に繋げ、成年後見制度の利用

促進を推進していきます。特に必要な人が成年後見制度を利用できるよう、行政、社会福祉協議

会、専門職団体等による権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築を段階的・計画的に図って

いきます。  

また、利用者からの問い合わせ内容に応じて、法制度に関する情報や相談機関・団体等に関す

る情報を無料で提供する日本司法支援センター（法テラス）の制度周知や利用促進を行います。  

  

【数値目標】  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 22 年度 

地域ケア個別会議の開催回数（回）  2  2  2  2 

地域ケア推進会議の開催回数（回）  12  12  12  12 

介護保険、保健福祉に関する相談（件）  360  370  380  400 

権利擁護（成年後見制度等）相談件数（件）  1  1  1  1 

高齢者虐待相談件数（件）  0  0  0  1 

成年後見制度についての周知回数（広報

等）（回）  
1  1  1  1 
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  ＜施策の展開 2＞ 見守り体制の充実  

① 「つながり（結）」の継続推進  

「社会的孤立」の問題や、制度が対象としないような身近な生活課題（ゴミ出し、買い物、通院の

ための送迎）について、人と人との繋がりにおいて支援していく本村独自の共同作業の制度「結

（ゆい）」の再構築を今後も継続して推進し、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』繋がること

で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目指します。  

村と社会福祉協議会で策定している「第 3 次地域福祉推進計画」等を踏まえ、「お互いに寄り添

い」→「信頼し合い」→「支え合う」をより一層推進し、「地域みんなでともに育むぬくもりのある安

心な村」を目指し、住民の皆さんと協働し、子どもから高齢者まですべての人々が支え合い、助け

合えるまちづくりを進めます。  

② 世代を超えて安心して暮らせる村づくり  

子どもから高齢者まで全ての住民が住み慣れた本村でいつまでもその人らしく安心して暮らせ

ることを目指して、村民で話し合い、村民で実現する村づくりを目的に実施している「世代を超え

て安心して暮らせる村づくりプロジェクト」で事業化された「お茶飲み会事業」、「買い物ツアー事

業」、「暮らしのささえあい・どうし事業」に今後も取り組みます。  

③ 地域におけるネットワークづくり  

行政・社会福祉協議会、民生委員や自治会長、消防団等の関係機関や団体が協力し、住民一体

となったネットワークづくりをより一層強化していきます。  

また、これらの関係機関や団体が「我が事」として主体的に参画し、支え合いが育まれ、暮らしに

安心感と生きがいが生まれるよう「丸ごと」支援していきます。  

④ 地域支え合い人材、ＮＰＯの育成・支援  

これからの高齢者を取り巻く生活課題に対し、きめ細かく対応するためには、地域で見守り、支

え合う体制の構築のほか、日常的な支え合い活動を担う人材育成が必要となります。地域社会と

の繋がりや支援が必要な方々を地域で見守り、支え合える体制づくりを担う人材、ＮＰＯの育成・

支援を推進していきます。  

  

 

 

 ＜施策の展開３＞ 在宅医療・介護連携の推進  

① 地域の医療と介護に関する社会資源や現状の把握  

医療、介護関係者がともに相談先や紹介先を適切に選択して連絡ができるよう、村内の関係者

が情報を共有し、地域の医療・介護の資源の定期的な抽出・把握を継続して行うよう努めます。  
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② 在宅医療と介護の切れ目ない提供体制の構築推進（医療と介護の入退院連携ルール）  

医療と介護の両方が必要な高齢者が、住み慣れた地域や人間関係の中での生活が継続できる

よう、各機関との連携やサービスが一体的に提供できるために作成した「医療と介護の入退院連

携ルール」を活用し、体制の構築に取り組みます。また、医療機関やケアマネージャーに対して、ル

ールの理解と活用の普及啓発に努めます。  

③ 在宅医療と介護連携のための情報共有、相談、研修の実施  

住み慣れた地域で最期まで過ごすことが出来ることを目指し、道志村診療所を中心とした在宅

医療と介護の連携を図り、本村における看取りの推進を行います。また、在宅医療と介護がスム

ーズに提供できるよう、関係者の情報共有および相談支援体制の構築に努めるとともに、地域の

医療・介護関係者が相互理解を深めるための事例検討等の研修の開催に努めます。  

④ 地域住民へ普及啓発  

村内の高齢者が、医療と介護の両方が必要な状態となっても、住み慣れた地域と人間関係の中

で暮らすことができる支援体制について、広報などを通じて住民への周知に取り組みます。  

  

【数値目標】  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 22 年度  

在宅医療・介護連携実現に向けた検討

会の開催回数（回）  
１  １  １  １  

情報共有実施回数（回）  3  4  5  6  

地域住民への普及のための広報掲載回

数 （回） 
1  1  1  1  

    

 

 

 

＜施策の展開４＞ 認知症高齢者に対する支援の充実  

① 認知症に関する理解促進  

地域で認知症高齢者を支えていくためには、認知症に対する正しい知識を持ち、接し方を理解

していることが重要です。地域で接する機会が多いとされるサービス業や金融機関等に対し、認

知症サポーターの養成を進めます。なお、高齢者虐待の発生要因の上位に「認知症による言動の

混乱」が挙げられています。高齢者虐待の増加を防ぐためには、認知症に対する正しい理解と介

護方法の習得が必要であり、一層認知症に対する広報・啓発活動に努めます。  

一方、将来にわたって安心して暮らせる社会を構築していくためには、次代を担う子供たちの

「高齢者」や「認知症」に対する理解が重要です。今後も継続して、高齢者と子どもの世代間交流を

促進するとともに、小・中学生の認知症サポーターの養成を進めます。また、高齢社会の現状や認

知症の人を含む、高齢者への理解を深めるような学校教育ができるよう小・中学校に対する支援

を行っていきます。  



 

75  

② 相談先の周知  

地域包括支援センターを中心に認知症に関する相談体制を整備し、ホームページや広報等を通

じて、認知症に関する基礎的な情報を提供するとともに、具体的な相談先や医療機関等の受診

先、利用方法等についても周知します。  

③ 認知症への備えの対応  

認知症と診断された直後は、本人はその事実が受け入れられなかったり、今後の生活への不安

が増大する場合があります。  

既に認知症である“先輩”（ピアサポーター）の話を聞く機会を設け、不安の軽減に努めるととも

に、今後の生活についてのアドバイスを得られるように努めます。また、本人の意思が尊重できる

よう、本人の希望、意見についても話し合える場づくりを進めます。  

④ 認知症の方への支援の促進  

認知症の人やそのご家族、地域住民、医療関係者や介護の専門職等が集い、交流、情報交換を

する認知症カフェの開催に向けた体制づくりを行います。また、若年認知症の人を含む軽度認知

症の人が活躍できる機会の拡充として、有償ボランティア等も含めたプログラムの開発に取り組

みます。  

⑤ 家族等介護者への支援  

認知症の方の家族を対象とした情報交換会や交流会を開催し、家族介護者が抱えるストレス軽

減や情報交換ができるよう支援します。  

  

  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 22 年度 

サポーター講座開催回数（回）  1  1  2  2 

認知症キャラバンメイトとサポータ

ー数（人）  
7  7  19  20 

  

  

認知症キャラバンメイト数 （人）  1  1  1  2 

認知症サポーター数 （人）  6  6  18  18 

    

 

＜施策の展開 5＞ 高齢者虐待防止の推進  

① 「道志村高齢者虐待対応支援マニュアル」に基づく取組  

介護施設従事者や医師、高齢者の福祉に関係のある者に早期発見に努めてもらうよう周知を

行うとともに、高齢者虐待に関する通報や届出があった場合には、関係機関と連携して速やかに

高齢者の安全確認や保護を行うなどの早期対応に努めます。特に身体拘束の原則禁止について

は、認知症の人をはじめとする高齢者の尊厳が尊重された医療・介護等の提供の観点からも重要

であるため、その推進を図っていきます。  
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② 高齢者虐待を起こさない、見落とさない地域づくり  

高齢者の虐待防止支援体制を構築するうえで欠かせない存在となるのが、地域社会です。地域

住民一人ひとりが、その地域内の虐待 SOS をいち早くキャッチする見張り役として、またお互い

に相談し合い、助け合える協力者として重要な役割を持っています。虐待を起こさない（未然に防

止）、見落とさない（早期発見する）地域づくりに力を入れ、高齢者の尊厳を確保し、安心して生活

できるよう支援していきます。  
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3 基本目標 3 介護保険サービスの充実と介護保険制度の適切な運営 

高齢者が介護を要する状態になっても、できるかぎり住み慣れた地域や家庭で自立した生活が継

続できるよう、重度の要介護者・単身高齢者・認知症高齢者の増加等を踏まえ、サービス等の供給体

制を整えるとともに、地域密着型サービス提供基盤の充実などに努めます。  

また、介護保険制度を持続可能な制度とするため、要介護認定の適正化やケアプランの点検など

介護給付費適正化の取り組みを進めます。  

さらに、必要なときに安心して介護保険等のサービスを利用できるよう、サービス事業者等と連携

し、サービスの質の確保と安定的なサービス提供に取り組みます。  

＜施策の展開＞  

１：介護サービスの適正な量の提供及び質の向上  

２：介護保険事業の充実  

３：介護保険制度の適切な運営（適正化事業の推進）  

 

 

＜施策の展開１＞ 介護サービスの適正な量の提供及び質の向上  

① 要介護認定の適正化とケアプラン点検の実施  

認定調査員を対象に研修を実施し、要介護認定の平準化・適正化を図ります。また、調査内容の

点検⽅法や業務の標準化に取り組み、認定事務の効率化を進めます。  

⾃⽴⽀援に資する適切なケアプランとなるよう、リハビリ職・ケアマネジャーとともにケアプラ

ン点検を実施し、ケアマネジャーの気づきを促しケアマネジメントの質の向上を⽀援するととも

に地域の社会資源や課題等を共有します。  

② 介護相談員派遣事業の推進  

介護施設の利⽤者や利⽤者家族から相談を聞き、施設との橋渡しを⾏う介護相談員の育成や

派遣施設の充実により、介護サービスの質の向上を図ります。  

③ サービスにかかる人材の確保  

ケアプランを作成する介護支援専門員の質の向上を図るため、継続的・体系的な研修や勉強会

を実施します。  

■ 福祉資格取得助成事業  

将来的な高齢化に備えるとともに、福祉資格取得者が本村で活躍できるよう「福祉資格取得助

成事業」において、介護職員初任者研修・実務者研修、介護福祉士、介護支援専門員を対象に福祉

資格取得に要した費用の助成を行うなど、人材確保に努めます。また、効果的なサービス提供が

適切に適時に切れ目なく提供されることを目指していきます。  
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【数値目標】  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 22 年度  

介護職員初任者研修実務者研修 助成者

数（人）  
1  1  1  1  

介護福祉士 助成者数（人）  1  1  1  1  

介護支援専門員 助成者数（人）  1  1  1  1  

 

 

 

＜施策の展開 2＞ 介護保険事業の充実  

① 居宅サービスの充実  

介護保険サービスを利用しながら自宅での生活を希望する人が多い中、高齢者が馴染みの人

間関係や居住環境の中でその人らしく安心して生活ができるよう、在宅に重点をおいたサービス

の充実・強化に取り組みます。また、サービスの利用状況を踏まえるとともに、要介護認定者数の

増加に対応した、サービス供給体制の整備を進めていきます。  

  

【居宅介護事業の内容】  

・訪問介護（ホームヘルプサービス） ： ホームヘルパーが訪問し、食事、入浴、排せつなどの援助

をします。また食事の準備、掃除、洗濯などを行います。  

・訪問入浴介護 ： 移動入浴車などで訪問し、入浴の援助をします。  

・訪問看護 ： 看護師などが訪問し、療養上の世話や医師の指示に基づいた医療処置を行いま

す。  

・訪問リハビリテーション ： 理学療法士、作業療法士などによる機能訓練を行います。  

・居宅療養管理指導 ： 医師、歯科医師、薬剤師などによる療養上の管理や指導を行います。  

・通所介護（デイサービス） ： デイサービスセンターで食事や入浴などのサービスや機能訓練を

行います。  

・通所リハビリテーション（デイケア） ： 介護老人保健施設や病院、診療所で日帰りのリハビリな

どを行います。  

・短期入所生活／療養介護（ショートステイ） ： 福祉施設や医療施設に短期間入所して、日常生

活上の支援、機能訓練などを行います。  

・特定施設入所者生活介護 ： 特定施設に入居している要介護者に対して、入浴・排泄・食事等の

介護、その他の日常生活や療養での援助、機能訓練を行います。  

・福祉用具貸与 ： 車イスや特殊寝台（介護用ベッド）、歩行補助杖などの福祉用具の貸与を行い

ます。 
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・特定福祉用具購入費の支給  ： 福祉用具販売指定事業所より入浴や排せつに使用する福祉用

具を購入した場合に、購入にかかった費用を補助します。  

・住宅改修費の支給 ： 自宅に手すりを取付ける等の住宅改修を行おうとするとき、必要な書類

（住宅改修が必要な理由書等）を添えて、申請書を提出し、工事完成後、領収書等の費用発生の

事実がわかる書類等を提出することにより、実際の住宅改修費の９割相当額が支給されます。  

 ② 地域密着型サービスの提供基盤の充実  

高齢者が、可能な限り馴染みの人間関係や居住環境の中において継続した生活を目指す地域

包括ケアシステムの中核的な役割を担う重要なサービスとして、地域密着型サービスを位置づけ

ています。介護保険料への影響も考慮しつつ、団塊の世代が 75 歳を迎える令和 7 年に向けて

必要な施設整備を計画的に進めていきます。  

  

【地域密着型サービスの内容】 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ： 身近な生活圏域において、重度者をはじめとした要介

護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携し

ながら、定期的な巡回訪問や通報を受けて居宅で介護福祉士等が入浴、排せつ、食事等の日常

生活上の世話などを行うとともに、看護師等が療養上の世話や診療補助を行います。  

・認知症対応型通所介護 ： 認知症である方を対象として、居宅からの送迎、簡単な健康チェッ

ク、食事、排せつ、入浴など、日帰りで日常生活上の世話を行う他、簡単な機能訓練などを行い

ます。  

・小規模多機能型居宅介護 ： 通所を中心に利用者の選択に応じて訪問系や泊まりのサービスを

組み合わせて介護を行います。 

・認知症対応型共同生活介護（グループホーム） ： 認知症の高齢者が共同で生活できる場で食

事や入浴などの介護や機能訓練を行います。  

・地域密着型特定施設入居者生活介護 ： 定員が 30 人未満の小規模な介護専用の有料老人ホ

ームなどで食事・入浴などの介護や機能訓練などを行います。  

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護：定員が 30 人未満の小規模な介護老人福祉施

設に入所される方に食事・入浴などの介護や機能訓練などを行います。  

・看護小規模多機能型居宅介護  ：看護師を中心に「通い」「泊まり」「訪問看護・リハビリ」「訪問介

護」「ケアプラン」のサービスを一体的に提供し、一人ひとりに合わせた支援を行います。 

・地域密着型通所介護 ： 利用定員 19 人未満のデイサービスセンターなどに通い、食事や入浴

などの日常生活上の支援や、生活機能向上のための機能訓練、口腔機能向上サービスなどを

日帰りで行います。  
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③ 施設サービスの充実  

施設サービスについては、村外施設の利用等も考慮し、要介護者の容態に合った施設サービス

量の確保に努めるとともに、サービスの質の向上を図っていきます。なお、過度な施設依存は介

護給付費の上昇につながることから、施設サービスと在宅サービスのバランスが取れた利用を促

していきます。 

  

【施設サービスの内容】  

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） ： 常に介護が必要で、自宅では介護ができない人が

対象の施設です。食事・入浴・排せつなど日常生活の介護や健康管理を行います。  

・介護老人保健施設 ： 病状が安定し、リハビリに重点をおいた介護が必要な人が対象の施設で

す。医学的な管理のもとでの介護や看護、リハビリを行います。  

・介護医療院 ： 施設サービス計画に基づいて、入所者に「長期療養のための医療」と「日常生活

上の世話（介護）」を一体的に行うサービスです。  

・介護療養型医療施設 ： 施設サービス計画に基づいて、入所者に療養上の管理、看護、医学的

管理下における介護等の世話及び機能訓練、その他必要な訓練を行います。  

④ 老人福祉施設の充実  

住まいの確保は地域包括ケアシステムの構築に当たって重要であることから、特に居宅での生

活が困難な方に対して、居住及び生活の支援を進めていきます。  

  

【老人福祉施設サービスの内容】  

・養護老人ホーム ： 環境上の理由及び経済的理由により、居宅での生活が困難な高齢者の方

に、養護老人ホームへの入所措置を行っています。本村における養護老人ホームの措置入所者

は０名で推移していくものと見込んでいますが、入所措置にあたっては、入所対象者の環境上

及び経済的状況を十分把握し、引き続き適正な対応を図ります。 

・軽費老人ホーム ： 家庭環境、住宅事情等の理由により、居宅において生活することが困難な

方が入所し、低額な料金で日常生活上必要な便宜を供与しています。本村には軽費老人ホーム

はなく、入所者は０名のまま推移していくものと見込んでいますが、高齢者の多様な住まいの

一形態であり、個々の世帯のニーズ把握に努めていきます。  

・老人福祉センター ： 地域の高齢者からの各種相談に応じるとともに、健康と福祉の増進を図

るため、入浴設備、健康器具を設置するとともに、年間を通して介護予防に繋がるよう健康づ

くりのための体操や生きがいづくり、交流の場の提供を図ります。  
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【量の見込】  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 22 年度  

養護老人ホーム入所者（人）   0  0  0  0  

軽費老人ホーム入所者数（人） 0  0  0  0  

  

    

＜施策の展開３＞ 介護保険制度の適切な運営（適正化事業の推進）  

① 要介護認定の適正化  

要介護・要支援認定における保険者職員等による訪問調査及び委託訪問調査に関するチェック

等を行います。  

② ケアプランの点検  

居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容について、事業者からの提出、また

は事業者への訪問等により、保険者の視点から確認を行い、またその確認結果に基づく指導等を

行います。  

③ 住宅改修等の点検（住宅改修の点検、福祉用具購入・貸与調査）  

住宅改修に関する利用者宅の実態調査や必要性の確認及び施工状況の確認等を行います。ま

た、福祉用具購入・福祉用具貸与の必要性の確認等を行います。また、専門職（PT・OT・ST 等）か

らの助言・指導を受け、適性なサービス提供を行います。  

④ 縦覧点検・医療情報との突合  

介護給付適正化システム（以下「適正化システム」という。）による請求内容のチェックを行いま

す（複数月の請求における算定回数の確認等）。また、適正化システムの介護情報と医療情報との

突合による請求内容のチェックを行います。（入院期間中の介護サービスの利用等）。  

⑤ 介護給付費の通知  

介護サービス利用者（又は家族）に対する利用サービス内容と費用総額等の内訳の通知を行い

ます。  

⑥ 給付実績の活用  

不適切な給付や事業者の発見のため、山梨県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」とい

う。）による審査支払の結果から得られる給付実績を活用していきます。  

 

  



 

82  

  

【数値目標】  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 22 年度  

課員の認定調査員新規研修受講率（％）  50％  50％  50％  50％  

  認定調査実人員 (人)  5  5  5  5  

認定調査の直営実施率率（％）  100％  100％  100％  100％  

  

  

新規認定調査件数 (人)  25  25  25  30  

変更認定調査件数 (人)  13  13  13  15  

  更新認定調査件数 (人)  70  50  40  50  

国が実施する適正化研修等への参加回数

(回)  
1  1  1  1  

県が実施する現任研修等への参加率(%)  10％  10％  10％  10％  

  受講人数（人）  1  1  1  1  

認定調査員を対象とした研修会の実施回数

(回)  
1  1  1  1  

平準化チェックシートの活用と事後点検の

実施割合(%)  
100％  100％  100％  100％  

適切な認定のための新規申請相談割合

(%)  
100％  100％  100％  100％  
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第 9 期における保険者数、給付見込量は以下のとおりです。  

１ 被保険者数の推計  

（単位：人）  

  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 12 年度  令和 22 年度  

総数 1,126    1,113    1,100    1,045    879  

   

   

第 1 号被保険者数  631    633    632    626  563 

第 2 号被保険者数  495    480    468    419  316  

資料：地域包括ケア「見える化」システム  

２ 介護予防サービス見込量  

（単位：千円）  

  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 12 年度  令和 22 年度  

在宅サービス  712    765  765  896  1,051  

居住系サービス  0    0  0  0  0  

合計  712    765  765  896  1,051  

資料：地域包括ケア「見える化」システム  

３ 介護サービス見込量  

（単位：千円）  

 令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 12 年度  令和 22 年度  

在宅サービス  69,605   71,908  75,307  80,003  86,264  

居住系サービス  0    0  0  0  0  

施設サービス  89,895     90,009  89,851  90,458  92,639  

合計  159,500   161,917  165,158  170,461  178,903  

資料：地域包括ケア「見える化」システム  
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４ 介護サービスの体系  

介護サービス（保険給付）には、要支援（要支援１～２）を対象とする予防給付と要介護者（要介護１～

５）を対象とする介護給付があります。  

  

予防給付 介護給付 

介護予防サービス  居宅サービス 

 －  訪問介護（ホームヘルプ）  

介護予防訪問入浴介護  訪問入浴介護  

介護予防訪問看護  訪問看護  

介護予防訪問リハビリテーション  訪問リハビリテーション  

介護予防居宅療養管理指導  居宅療養管理指導  

－ 通所介護（デイサービス） 

介護予防通所リハビリテーション  通所リハビリテーション（デイケア）  

介護予防短期入所生活介護（ショートステイ）  短期入所生活介護（ショートステイ）  

介護予防短期入所療養介護（ショートステイ）  短期入所療養介護（ショートステイ）  

介護予防福祉用具貸与  福祉用具貸与  

特定介護予防福祉用具購入費の支給 特定福祉用具購入費の支給  

介護予防住宅改修費の支給 住宅改修費の支給 

介護予防特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護 

地域密着型介護予防サービス 地域密着型サービス  

 －  定期巡回・随時対応型訪問介護看護  

－ 夜間対応型訪問介護  

 地域密着型通所介護 

介護予防認知症対応型通所介護  認知症対応型通所介護  

介護予防小規模多機能型居宅介護  小規模多機能型居宅介護 

介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホ

ーム）  
認知症対応型共同生活介護（グループホーム）  

－ 地域密着型特定施設入居者生活介護  

－ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

－ 看護小規模多機能型居宅介護  

－ 複合型サービス（新設） 

 施設サービス  

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

介護老人保健施設（老人保健施設） 

介護医療院 

介護予防支援（ケアマネジメント） 居宅介護支援（ケアマネジメント） 
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５ 介護サービスの見込量  

各サービスの利用量については、実績を基本とした見える化システムの推計から、利用傾向等を加

味し、見込んでいます。  

  

（１）介護予防給付費の見込量  

(単位：千円)  

  令和  

6 年度  

令和  

7 年度  

令和  

8 年度  

令和  

12 年度  

令和  

22 年度  

①介護予防サービス  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

介護予防訪問入浴介護  0  0  0  0  0  

介護予防訪問看護  0  0  0  0  0  

介護予防訪問リハビリテーション  0  0  0  0  0  

介護予防居宅療養管理指導  0  0  0  0  0  

介護予防通所リハビリテーション  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所生活介護  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（老健）  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（病院等）  0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護(介護医療院)  0  0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与  314  314  314  314  392  

特定介護予防福祉用具購入費  23  23  23  46  69  

介護予防住宅改修  215  215  215  323  323  

介護予防特定施設入居者生活介護  0  0  0  0  0  

②地域密着型介護予防サービス  

  

  

  

介護予防認知症対応型通所介護  0  0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護  0  0  0  0  0  

介護予防認知症対応型共同生活介護  0  0  0  0  0  

③介護予防支援  

  160  213  213  213  267  

合計  712  765  765  896  1,051 
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（２）介護給付費の見込量  

(単位：千円)  

  令和  

6 年度  

令和  

7 年度  

令和  

8 年度  

令和  

12 年度  

令和  

22 年度  

①居宅サービス  

 

訪問介護  2,822  3,631 3,794 4,792 5,322 

訪問入浴介護  0    0    0    0    0  

訪問看護  677 678 904 904 1,130  

訪問リハビリテーション  0    0    0    0    0  

居宅療養管理指導  153  154  154  307  307  

通所介護  419  419  419 839 839 

通所リハビリテーション  1,217  1,219  1,219  1,936  1,936  

短期入所生活介護  16,642  16,663  18,498  19,164  19,766  

短期入所療養介護（老健）  0    0    0    0    0  

短期入所療養介護（病院等）  0    0    0    0    0  

短期入所療養介護(介護医療院)  0    0    0    0    0  

福祉用具貸与  5,776  5,984  6,073  6,281  6,727  

特定福祉用具購入費  229  229  229  298  343  

住宅改修費  199  199  199  298  298  

特定施設入居者生活介護  0    0    0    0    0  

②地域密着型サービス  

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護  0  0  0  0  0  

夜間対応型訪問介護  0  0  0  0  0  

地域密着型通所介護  33,457  34,549  35,089  36,307  39,842  

認知症対応型通所介護  0  0  0  0  0  

小規模多機能型居宅介護  0  0  0  0  0  

認知症対応型共同生活介護  0  0  0  0  0  

地域密着型特定施設入居者生活介護  0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護  
0  0  0  0  0  

看護小規模多機能型居宅介護  0  0  0  0  0  

複合型サービス 0  0  0  0  0  

③施設サービス  

 

介護老人福祉施設 54,040  54,109  50,819  54,109  53,607  

介護老人保健施設 32,108  32,149  35,281  32,598  35,281  

介護医療院 3,747  3,751  3,751  3,751  3,751  

④居宅介護支援 

  8,014  8,183  8,729  8,877  9,754  

合計  159,500  161,917  165,158  170,461 178,903  
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（３）地域支援事業の見込量  

(単位：千円)  

  令和  

6 年度  

令和  

7 年度  

令和  

8 年度  

令和  

12 年度  

令和  

22 年度  

介護予防・日常生活支援総合事業  1,752  1,882    2,175  2,154  2,358  

包括的支援事業  

（地域包括支援センターの運営）及び任意事業費  
8,708    8,708    8,708  8,885  7,977  

包括的支援事業（社会保障充実分）  140  140  140  140  140  

資料：地域包括ケア「見える化」システム  

  

■事業内容  

 事業 目的  

総合事業  

介護予防・生活支援サービス事業  
生活支援や介護予防のサービスの充実を図り、介護予防

と日常生活の自立を支援します。  

一般介護予防事業  
高齢者が要介護状態等となることの予防又は要介護状

態等の軽減若しくは悪化の防止を図ります。  

包括的支援事業  

地域包括支援センターの運営  

相談の受付や制度横断的支援、高齢者虐待への対応、支

援困難事例の対応等を通じて、住民の健康の保持及び

生活の安定等を図ります。  

地域ケア会議の開催  
地域の多様な関係者による検討の場を通じて、支援や支

援体制の質の向上を図ります。  

在宅医療・介護連携推進事業  

地域の医療・介護の関係団体が連携して、 包括的かつ継

続的な在宅医療と介護を一体的に提供するための必要

な支援を行います。  

認知症総合支援事業  
認知症の早期診断・早期対応や認知症ケアの向上等の体

制整備を図ります。  

生活支援体制整備事業  
多様な日常生活上の支援体制の充実・強化と高齢者の

社会参加を推進します。  

任意事業  成年後見制度利用支援事業  
資力に乏しいが成年後見制度の利用を必要とする人に

対して、申立費用や後見人への報酬を助成することで、

成年後見制度の利用促進を図ります。  

  

■事業量の見込  

  令和 6 年度  令和 7 年度  令和 8 年度  令和 12 年度  令和 22 年度  

訪問介護相当サービス（人／月）  4  4  4  4  5  

通所介護相当サービス（人／月）  2  2  2  3  3  

介護予防ケアマネジメント（人／月） 7  7  7  8  9  
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（４）第１号被保険者数の推計  

(単位：人)  

   

第 9 期 
令和  

12 年度  

令和  

22 年度  合計  
令和  

6 年度  

令和  

7 年度  

令和  

8 年度  

前期高齢者(65～74 歳)  914  309  306  299  268  199  

後期高齢者(75 歳～)  982  322  327  333  358  364  

  75 歳～84 歳  654  212  218  224  251  217  

85 歳～  328  110  109  109  107  147  

所得段階別被保険者数  

  

第 1 段階  201  67  67  67  66  59  

第 2 段階  93  31  31  31  31  28  

第 3 段階  96  32  32  32  32  29  

第 4 段階  295  97  99  99  98  87 

第 5 段階  284  94  95  95  93  84 

第 6 段階  378  127  126  125  126  114  

第 7 段階  282  94  94  94  92  84  

第 8 段階  117  39  39  39  38  34  

第 9 段階  66  22  22  22  22  19  

第 10 段階 33  11  11  11  11  10 

第 11 段階 18  6  6  6  6  5 

第 12 段階 9  3  3  3  3  3 

第 13 段階 24  8  8  8  8  7 

合計  1,896    631  633  632  626  563  

資料：地域包括ケア「見える化」システム  
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6 第 9 期介護保険料  

（１）標準給付費  

国から示された推計方法に基づき、第 9 期の介護保険給付費等を算出しました。 

(単位：円)   

  

第 9 期  
令和  

12 年度  

令和  

22 年度  合計  
令和  

6 年度  

令和  

7 年度  

令和  

8 年度  

標準給付費見込額  544,095,415  178,622,779   181,115,818   184,356,818   190,312,454   199,663,186  

 総給付費  488,817,000   160,212,000   162,682,000   165,923,000   171,357,000   179,954,000  

特定入所者介護

サービス費等給 
付額（財政影響額

調整後）  

38,599,863    12,855,775    12,872,044    12,872,044    14,223,411  14,789,158  

高額介護サービ

ス費等給付額（財

政影響額調整後）  
14,741,959    4,909,473    4,916,243    4,916,243    4,061,459    4,223,646  

高額医療合算介

護サービス費等

給付額  
1,321,593    440,531    440,531    440,531    487,396    506,142  

算定対象審査支

払手数料  
615,000    205,000    205,000    205,000    183,188    190,240  

地域支援事業費  32,353,000  10,600,000  10,730,000  11,023,000  11,179,890    10,475,720  

  
（２）第１号被保険者の保険料額の算定  

第 9 期計画期間の総給付費の見込みの 23％にあたる費用を、第１号被保険者数（３年間の累計

人数）で除した額が第１号被保険者の保険料基準額となります。なお、調整交付金見込額や保険料収

納率も算出の基礎となります。  

                                       (単位：円)   

項 目  数値等  

標準給付費見込額＋地域支援事業費（Ａ）  576,448,415  

第 1 号被保険者負担分相当額（Ｂ）＝（Ａ）×23％  132,583,135  

調整交付金相当額（Ｃ）  27,495,221  

調整交付金見込額（Ｄ）  3,967,000  

保険者機能強化推進交付金等見込額（Ｅ） 1,80０,０００  

準備基金取崩額（F）  20,21０,０００  

保険料収納必要額（G）＝（Ｂ）＋（Ｃ）－（Ｄ）－（Ｅ）－（F） 134,101,356  

予定保険料収納率（H）  98.74％  

所得段階別加入割合補正後被保険者数（I）  2,058 人  

第１号被保険者の保険料額（基準月額）（J） ≒（G）÷（H）÷（I）÷１２か月  5,500  

第１号被保険者の保険料額（年額）  （K） ＝（J）×１２か月  66,000  

資料：地域包括ケア「見える化」システム  
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 ■介護保険料基準額（月額）  

 

 第 8 期  第 9 期 令和 12 年度  令和 22 年度  

保険料基準額（月額）（円） 6,000  5,500  5,800  6,300  

保険料基準額の伸び率（％）  91.7  96.7  105.0  

資料：地域包括ケア「見える化」システム  

    

（3）第１号被保険者の所得段階別介護保険料  

第８期介護保険計画では、所得を９段階に分け、負担能力に応じて保険料を設定していましたが、介

護費用の増加や保険料負担水準の上昇が避けられない中で、介護保険制度の持続可能性を確保する

ため、第９期介護保険計画では国の基準に従い、保険料段階の１３段階への変更及び各段階の保険料

率の変更をふまえ、保険料設定を行うこととします。  

また、介護保険制度を持続可能なものにするためには、低所得者も保険料を負担し続けることが必

要です。引き続き、低所得層に対し、公費を投入して保険料軽減強化を図っていきます。（公費負担割

合：国 1/2、県 1/4、村 1/4） 
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■第 9 期所得段階別保険料額（年額）  

保険料段階  対象者  保険料率  
年額保険料  

(円)  

第１段階  

・生活保護法の被保護者  

・村民税非課税世帯に属する老齢福祉年金受給者  

・村民税非課税世帯に属し、本人の前年中の課税年金収

入額と前年の合計所得金額の合計額が 80 万円以下

の者  

基準額  

×0.455 
30,100 

第２段階  

・村民税非課税世帯に属し、本人の前年中の課税年金収

入額と前年の合計所得金額の合計額が 80 万円を超

え 120 万円以下の者  

基準額  

×0.685  
45,300 

第３段階  
・村民税非課税世帯に属し、本人の前年中の課税年金収

入額と前年の合計所得金額の合計額が 120 万円を超

える者  

基準額  

×0.69  
45,600 

第４段階  

・村民税課税世帯に属し、本人が村民税非課税で前年中

の課税年金収入額と前年の合計所得金額の合計額が 

80 万円以下の者  

基準額  

×0.90  
59,400 

第５段階  

（基準）  

・村民税課税世帯に属し、本人が村民税非課税で前年中

の課税年金収入額と前年の合計所得金額の合計額が 

80 万円を超える者  

基準額  

×1.00  
66,000 

第６段階  
・村民税が課税されていて、前年の合計所得金額が 120 

万円未満の者  

基準額  

×1.20  
79,200 

第７段階  
・村民税が課税されていて、前年の合計所得金額が 120 

万円以上 210 万円未満の者  

基準額  

×1.30  
85,800 

第８段階  
・村民税が課税されていて、前年の合計所得金額が 210 

万円以上 320 万円未満の者  

基準額  

×1.50  
99,000 

第９段階  
・村民税が課税されていて、前年の合計所得金額が 

320 万円以上 420 万円未満の者の者  

基準額  

×1.70  
112,200 

第 10 段階  
・村民税が課税されていて、前年の合計所得金額が 

420 万円以上 520 万円未満の者の者  

基準額  

×1.90  
125,400 

第 11 段階  
・村民税が課税されていて、前年の合計所得金額が 

520 万円以上 620 万円未満の者の者  

基準額  

×2.10  
138,600 

第 12 段階  
・村民税が課税されていて、前年の合計所得金額が 

620 万円以上 720 万円未満の者の者  

基準額  

×2.30  
151,800 

第 13 段階  
・村民税が課税されていて、前年の合計所得金額が 

720 万円以上の者  

基準額  

×2.40  
158,400 

※年額の１００円未満は切り上げ。 
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１ 情報提供体制の充実  

役場や公民館、やまゆりセンター等へポスター提示やパンフレットの備え付けを行うとともに、告知

端末からの情報発信、広報紙、ホームページを利用したタイムリーな保健福祉情報の提供に努めます。

また、住民健康課窓口には液晶ディスプレイを設置し、スライドショーによる解りやすい情報の提供に

努めるとともに、住民を対象とした説明会やふれあいトークなどを実施するなど、あらゆる手段を通じ

て情報発信を行っていきます。  

 

2 相談支援と苦情処理体制の充実 

保健福祉サービスに関する相談や、提供されたサービスへの不満や苦情に関する相談、介護離職防

止に向けた相談窓口を設け、相談援助体制を強化します。また、近年多種多様化してきた相談内容に

対応するため、専門的な相談に対応できる人材の育成に努めます。  

一方、不満や苦情については村で調整し、その解決に向けて迅速かつ適切な対応に努めるととも

に、関係者への適切な指導・監督を行います。  

このほか、利用者からの介護サービスに関する相談に耳を傾け、サービス提供者や行政との間に立

って、問題解決に向けた手助けを行う介護相談員の活用について検討し、利用者への相談体制の充実

を図ります。  

 



 

93  

 

１  道志村介護保険運営協議会設置要綱 

平成１８年２月２０日 

訓令第１号 

（設置目的） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）１１７条の規定による、道志村介護

保険事業計画及び道志村老人保健福祉計画の見直しに当たり、保健、医療、福祉関係者等の参画

により広く意見を求めるため、道志村介護保険運営協議会（以下「運営協議会」という。）を設置

する。 

（所掌事項） 

第２条 運営協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 道志村介護保険事業計画見直しの検討に関する事項 

（２） 道志村老人保健福祉計画見直しの検討に関する事項 

（３） その他介護保険事業の円滑な実施に必要な事項 

（組織） 

第３条 運営協議会の委員定数は、１０人以内とし、次に掲げる者から村長が委嘱する。 

（１） 介護保険サービス事業者（居宅介護支援事業者を含む。） 

（２） 関係団体（医師又は介護支援専門員等職能団体） 

（３） 被保険者（高齢者団体）の代表 

（４） 介護保険以外の地域資源や地域における権利擁護・相談事業等を担う関係者（ボランテ

ィア団体等） 

（５） その他適当と認める関係機関 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。ただし、構成員が欠けた場合における後任の

任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 運営協議会に会長及び副会長を置き、構成員の互選により選任する。 

２ 会長は、運営協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 運営協議会の会議は、会長が召集し、会長がその議長となる。 

２ 運営協議会の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

３ 会長は必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができ

る。 

（庶務） 

第７条 運営協議会の庶務は、住民健康課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営協議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１８年２月２０日から施行する。 

２ 平成１８年度に委嘱する委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、委嘱の日から平成２１年

３月３１日とする。 

附 則（平成２７年訓令第１１号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 
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2  道志村地域包括支援センター運営協議会設置要綱  

平成１８年２月２０日 

訓令第２号 

（設置） 

第１条 道志村地域包括支援センター（以下「地域包括支援センター」という。）の適正かつ円滑な

運営、公平・中立性の確保を図るため、道志村地域包括支援センター運営協議会（以下「運営協

議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 運営協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 地域包括支援センターの設置（選定・変更）に関する事項 

（２） 地域包括支援センターの運営・評価に関する事項 

（３） 地域における介護保険以外のサービスとの連携の形成に関する事項 

（４） 地域包括支援センターの職員の確保に関する事項 

（５） その他地域包括支援センターの運営上必要と認められる事項 

（組織） 

第３条 運営協議会の委員定数は１０人以内とし、次に掲げる者から村長が委嘱する。 

（１） 介護保険サービス事業者（居宅介護支援事業者を含む。） 

（２） 関係団体（医師又は介護支援専門員等職能団体） 

（３） 利用者又は被保険者（高齢者団体）の代表 

（４） 介護保険以外の地域資源や地域における権利擁護・相談事業等を担う関係者（ボランテ

ィア団体等） 

（５） その他適当と認める関係機関 

（任期） 

第４条 委員の任期は３年とする。ただし、構成員が欠けた場合における後任の任期は、前任者の

残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 運営協議会に会長及び副会長を置き、構成員の互選により選任する。 

２ 会長は運営協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 運営協議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 運営協議会の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（庶務） 

第７条 運営協議会の庶務は、住民健康課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営協議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１８年２月２０日から施行する。 

２ 平成１８年度に委嘱する委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、委嘱の日から平成２１年

３月３１日とする。 
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3  道志村在宅医療・介護連携推進事業実施要綱 

平成３０年３月１６日 

訓令第１号 

（目的） 

第１条 この要綱は、道志村が実施する在宅医療・介護連携推進事業（以下「事業」という。）につ

いて、必要な事項を定めることにより、医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地

域で自分らしい生活を最期まで続けることができるよう、医療と介護の連携を推進することを目

的とする。 

（実施主体） 

第２条 この事業の実施主体は、道志村とする。ただし、事業を他に委託することにより適切な事

業運営が確保できると認められるときは、道志村長（以下「村長」という。）が適当と認める法人

その他の団体に事業の全部又は一部を委託（次項において「事業委託」という。）することができ

る。 

２ この要綱に定めるもののほか、事業委託に係る業務の範囲及び条件その他必要な事項は、事業

委託を行う法人その他の団体との契約により、別に定める。 

（事業内容） 

第３条 事業の内容は、次のとおりとする。 

（１） 地域の医療・介護の資源の把握 

（２） 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

（３） 切れ目のない在宅医療・介護の提供体制の構築推進 

（４） 医療・介護関係者の情報共有の支援 

（５） 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

（６） 医療・介護関係者の研修 

（７） 地域住民への普及啓発 

（８） 在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

（在宅医療・介護連携推進会議） 

第４条 村長は、医療と介護の連携体制を円滑に実施するため、村職員、医療・介護従事者等を構

成員とする道志村在宅医療・介護連携推進会議（以下「推進会議」という。）を設置するものとす

る。 

（協議事項等） 

第５条 推進会議は、事業に関する次の事項について協議及び検討を行う。 

（１） 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

（２） 切れ目のない在宅医療・介護の提供体制の構築推進 

（３） 医療・介護関係者の情報共有の支援 

（４） 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

（５） 医療・介護関係者の研修 

（６） 地域住民への普及啓発 

（会議） 

第６条 推進会議の会議は、必要に応じて召集する。 

（ワーキンググループ等） 

第７条 推進会議は、事業に係る分野別の事項を検討するためワーキンググループ等を置くことが

できる。 

（事務局等） 

第８条 推進会議の事務局は、道志村住民健康課に置く。 

２ 推進会議の庶務は、道志村住民健康課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が協議の上、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
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4  道志村高齢者虐待対策地域連絡会設置要綱  

平成２０年７月３日 

訓令第２号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下

「法」という。）に基づき、高齢者虐待防止対策を推進するため、道志村高齢者虐待防止対策地域

連絡会（以下「連絡会」という。）の設置、組織及び運営並びに道志村における高齢者虐待に係る

対応について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例による。 

（連絡会） 

第３条 高齢者虐待の防止、高齢者虐待の被害者の早期発見並びに高齢者虐待の被害者及び養護者

への支援に係る関係機関等の連携を図るため、連絡会を設置する。 

（協議事項） 

第４条 連絡会は、次に掲げる各号を協議する。 

（１） 村の高齢者虐待防止対策の在り方に関すること 

（２） 高齢者虐待の防止に関する啓発及び普及に関すること 

（３） 高齢者虐待に関する情報交換及び研修に関すること 

（４） 前３号のほか、高齢者虐待に関し必要な事項 

（組織） 

第５条 連絡会の委員定数は、１２人以内とし、次に掲げる者から村長が委嘱する。 

（１） 関係団体（医師又は警察署、消防署等） 

（２） 介護保険サービス事業者（居宅介護支援事業者を含む。） 

（３） 介護保険利用者又は被保険者（高齢者団体）の代表 

（４） 介護保険以外の地域資源や地域における権利擁護・相談支援等を担う関係者（ボランテ

ィア団体等） 

（５） その他適当と認める関係機関 

２ 委員の任期は３年とする。ただし、構成員が欠けた場合における後任の任期は、前任者の残任

期間とする。 

（会長及び副会長） 

第６条 連絡会に会長及び副会長を置き、構成員の互選により選任する。 

２ 会長は連絡会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第７条 連絡会の会議は、会長が招集し、会議を主宰する。 

２ 連絡会の会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して連絡会の会議への出席を

求め、その意見を聴くことができる。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、連絡会の会議の内容その他職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（庶務等） 

第９条 連絡会の庶務及び高齢者虐待に関する事項の総括は、住民健康課において処理する。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、連絡会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

付 則 

１ この要綱は、公布の日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

２ 平成２０年度に委嘱する委員の任期は第５条第２項の規定にかかわらず委嘱の日から平成２１

年３月３１日とする。 
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5  道志村認知症初期集中支援チーム設置要綱 

平成２８年１月１日 

訓令第１号 

（設置） 

第１条 認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられる

ように、訪問支援対象者及びその家族に対する初期支援を包括的かつ集中的に行い、もって自立

生活のサポートを行うため、道志村認知症初期集中支援チーム（以下「支援チーム」という。）を

設置する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「訪問支援対象者」とは、村内に在住の４０歳以上で在宅で生活してお

り、かつ認知症が疑われる者又は認知症の者で次の各号のいずれかの基準に該当する者をいう。 

（１） 医療サービス、介護サービスを受けていない者、又は中断している者で以下のいずれか

に該当する者。 

ア 認知症疾患の臨床診断を受けていない者 

イ 継続的な医療サービスを受けていない者 

ウ 適切な介護サービスに結びついていない者 

エ 介護サービスが中断している者 

（２） 医療サービス、介護サービスを受けているが認知症の行動・心理症状が顕著なため対応

に苦慮している者。 

（支援チームの組織） 

第３条 支援チームは、専門職２人以上及び専門医１人をもって組織する。 

２ 専門職は次の要件をすべて満たす者とする。 

（１） 保健師、看護師、作業療法士、歯科衛生士、精神保健福祉士、社会福祉士、介護福祉士

等の医療保健福祉に関する国家資格を有する者 

（２） 認知症ケア実務経験３年以上又は在宅ケア実務経験３年以上を有する者 

（３） 国が実施する認知症初期集中支援チーム員研修を受講した者あるいは資料学習した者 

３ 専門医は次の要件をすべて満たす者とする。 

（１） 日本老年精神学会若しくは日本認知症学会の定める専門医又は認知症疾患の鑑別診断等

の専門医療を主たる業務とした５年以上の臨床経験を有する医師のいずれかに該当し、かつ認

知症サポート医である医師 

（認知症初期集中支援チーム検討委員会） 

第４条 支援チームの活動を推進するため医療・福祉・保健に携わる関係者等から構成される「認

知症初期集中支援チーム検討委員会」（以下検討委員会という）を設置する。検討委員会は支援チ

ームの設置及び活動状況について検討し、地域の関係機関や関係団体と一体的に支援チームの活

動を推進していくための合意が得られる場とする。 

（支援チームの業務） 

第５条 支援チームは、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１） 支援チームに関する普及啓発に関すること。 

（２） 認知症初期集中支援の実施に関すること。 

ア 訪問支援対象者の把握 

イ 情報収集及び観察・評価 

ウ 訪問支援対象者やその家族に対する支援 

エ 専門医を含めたチーム員会議の開催 

オ 引継後のモニタリング 

（３） 認知症初期集中支援チーム検討委員会への報告に関すること。 

（守秘義務） 

第６条 支援チームのチーム員は、支援チームの業務で知り得た秘密及び個人情報を漏らしてはな

らない。その職を退いた後も同様とする。 

（庶務） 
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第７条 支援チームの庶務は住民健康課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、支援チームの運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 
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6  策定経緯 

実 施 年 月 日  策  定  経  過  

令和 5 年 9 月 1 日～ 

令和 5 年 9 月 25 日  
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の実施  

令和 5 年 10 月 3 日  山梨県への見込量・保険料提出（第１回）  

令和 5 年 10 月 16 日 山梨県との見込量・保険料、計画策定に関する協議  

令和 5 年 12 月 12 日 山梨県への見込量・保険料提出（第２回）  

令和 6 年 1 月 12 日 山梨県への見込量・保険料提出（第３回）  

令和 6 年 1 月 30 日 

道志村高齢者福祉計画 第８期介護保険事業計画策定委員会  

・村長より諮問  

・計画素案の審議  

令和 6 年 2 月 9 日～ 

令和 6 年 2 月 25 日 
パブリックコメントの実施 （ 提出された意見 0 件 ）  

令和 6 年 3 月 12 日 山梨県への見込量・保険料提出（第４回）  

令和 6 年 3 月 21 日 
道志村高齢者福祉計画 第８期介護保険事業計画策定委員会  

・計画案の審議  

令和 6 年 3 月 21 日 村長へ答申 
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7  道志村介護保険運営協議・道志村地域包括支援センター運営協議会委員名簿 

令和 6 年 1 月 30 日現在 

委員の定数 定数：10 名以内 

役職名 氏   名 職   等 住   所 

会 長 出羽 和平 道志村議会議長 道志村 2772 番地 

副会長 松岡 住雄 道志村民生委員会長 道志村 7318 番地 

委 員 松田 潔 道志村医科診療所医師 道志村 7710 番地 

〃 水越 三弘 道志村歯科診療所医師 道志村 7710 番地 

〃 山口 亜希 
介護保険サービス関係 

（道志茶屋） 
道志村 7710 番地 

〃 杉本 源子 第 1 号被保険者代表 道志村 8224 番地 

〃 山口 宏予 第 2 号被保険者代表 道志村 9547 番地 1 

〃 藤本 秀明 道志村社会福祉協議会次長 道志村 9334 番地 

〃 出羽 公昭 ボランティア連絡協議会長 道志村 2786 番地 

 



 

 

 


